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は　じ　め　に

　近年、少子高齢化や国際化の進展、人口減少問題等、社会経済情勢の急速な変化

に対応していく上で、男女共同参画社会の実現が非常に大切な課題となっています。

このような中、男性も女性もすべての人が、お互いにその人権を尊重しつつ、責任

も分かち合い、性別にかかわりなく、その個性と能力を十分に発揮することができ

る地域社会の形成を図る必要があります。

　本市では、真の男女共同参画社会を希求するため、最高規範である自治基本条例

において条項し、また総合計画においても、「人権の尊重と男女共同参画社会の実現」

を施策のひとつに位置づけております。

　このたび、本市における男女共同参画計画に関する施策を総合的かつ計画的に推

進していくため、その指針となる四国中央市男女共同参画計画を策定いたしました。

この計画により、市民の皆様一人ひとりが活き活きと輝き、お互いに支え合い、思

いやり、誰もが心豊かで安心して暮すことのできるまちづくりこそが、本市の目指

す男女共同参画社会の実現と考え、市民の皆様をはじめ、地域、企業、団体等との

連携を深めながら、計画の推進を図ってまいりたいと存じます。

　最後に、本計画の策定にあたり、ご検討いただきました四国中央市男女共同参画

計画検討委員会の皆様方をはじめ、ご協力をいただきました市民の皆様に心から感

謝とお礼を申し上げますとともに、この計画が市民の皆様と一体になって推進でき

ますよう、なお一層のご理解とご協力をお願い申し上げます。

　　　平成 22 年 3 月

四国中央市長　井原　巧



目　次

Ⅰ　男女共同参画計画策定にあたって　･･････････････････････････････････････････１

　１　　計画策定の趣旨　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１

　２　　計画策定の背景　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２

　３　　計画の位置づけ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４

　４　　計画の期間　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５

Ⅱ　計画の基本的な考え方　････････････････････････････････････････････････････５

　１　　基本理念　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５

　２　　基本目標　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５

　３　　計画の体系　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　７

Ⅲ　計画の内容　･････････････････････････････････････････････････････････････８

　基本目標１　ともに認め合い、尊重し合う意識づくり  ･････････････････････････８

　　　重点目標１　男女がともに認め合う意識の醸成　　　　　　　　　　　　　　　８

　　　重点目標２　男女共同参画の視点に立った教育・学習の推進　　　　　　　　　11

　　　重点目標３　人権を侵害する暴力の根絶　　　　　　　　　　　　　　　　　　13

　基本目標２　多様な生き方ができる社会環境づくり　･･･････････････････････････ 19

　　　重点目標１　男女がともに働きやすい職場環境づくり　　　　　　　　　　　　19

　　　重点目標２　男女がともに健康で安心して暮らせる生活環境づくり　　　　　　22

　基本目標３　あらゆる分野における男女共同参画　･･････････････････････････････ 26

　　　重点目標１　政策・方針決定の場への男女共同参画の推進　　　　　　　　　　26

　　　重点目標２　家庭生活と地域社会への男女共同参画の推進　　　　　　　　　　28

　　　重点目標３　様々な分野への男女共同参画の推進　　　　　　　　　　　　　　29

　

Ⅳ　計画の推進体制　･････････････････････････････････････････････････････････ 31



参考資料

○男女共同参画社会基本法　･････････････････････････････････････････････････････････ 32

○配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する法律　･････････････････････････････ 37

○愛媛県男女共同参画推進条例　･････････････････････････････････････････････････････ 46

○四国中央市男女共同参画計画検討委員会設置要綱　･･･････････････････････････････････ 51

○四国中央市男女共同参画計画検討委員会名簿　･･･････････････････････････････････････ 52

○「四国中央市男女共同参画社会に関するアンケート」結果集計表･･･････････････････････ 53



Ⅰ　男女共同参画計画策定にあたって

１　計画策定の趣旨　

　少子高齢化の進展や社会経済情勢が急速に変化する中で、今、個人の生き方や価値観も大きく変化

しつつあります。これに伴い、男女が互いにその人権を尊重し、責任を分かち合い、性別に関わりな

く個性と能力を十分に発揮することができる男女共同参画社会の実現は、重要な課題となっています。

国では、男女共同参画社会基本法が定められ、男女共同参画社会の実現を 21 世紀のわが国社会を決

定する最重要課題と位置付けられました。また、法律・制度の整備により男女平等への取り組みが進

められ、社会の意識は少しずつ変化していますが、身近な家庭や職場、地域社会では、性別による固
※１

定的な役割分担の意識やそれに基づく社会制度・慣行など未だ根強く残っています。また、いままで

表面化されなかった配偶者等（主に女性）に対する暴力など新たな問題も顕在化してきています。

　こうした現状を踏まえ、市民一人ひとりの人権が尊重され、性別にかかわらず、個性と能力を十分

発揮することができる社会の実現に向けて、その指針となる「四国中央市男女共同参画計画」を策定

します。

　また、この計画は、国が平成 19 年 7 月に改正した「配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に

関する法律」に基づいた本市の基本計画となります。

※１　固定的な役割分担
　男女を問わず個人の能力等によって役割の分担を決めることが適当であるにもかかわらず、男性、女性という性別を理由として、役割を固定的に分け
ること。　「男は仕事・女は家庭」、「男性は主要な業務・女性は補助的業務」等は固定的な考え方により、男性・女性の役割を決めている例です。
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２　策定の背景

（１）　世界の動き

　国際連合では、1975 年（昭和 50 年）を「国際婦人年」と定め、「平等・開発・平和」を目標に、女

性の自立と地位の向上を目指して世界的行動を行うことを宣言しました。

　その翌年からの 10 年間を「国際婦人の 10 年」と定め、全世界的な規模で女性の地位向上を推進し

ている間、1979 年（昭和 54 年）、国連総会において「女子に対するあらゆる形態の差別の撤廃に関す

る条約」（女子差別撤廃条約）が採択されました。

　1985 年（昭和 60 年）、第 3 回世界女性会議（ナイロビ）が開催され、2000 年に向けて各国等が効

果的措置を採るうえでのガイドラインである「婦人の地位向上のためのナイロビ将来戦略」が採択さ

れました。

　1995 年（平成 7 年）、第 4 回世界婦人会議（北京）が開催され、ナイロビ将来戦略の見直しと評価

が行われました。ここでは 10 年間の成果を踏まえ、2000 年に向けて世界的に取り組むべき優先的課

題を盛り込んだ「行動綱領」とその実現への決意を示した「北京宣言」が採択されました。

　2000 年（平成 12 年）、国連特別総会女性 2000 年会議（ニューヨーク）が開催され、第 4 回世界女

性会議で採択された「行動綱領」が各国でどれだけ達成されたか、検討・評価され、「政治宣言」と「成

果文書」が採択されました。

　2005 年（平成 17 年）、国連「北京＋ 10」世界閣僚級会合（第 49 回国際婦人の地位委員会）（ニューヨー

ク）が開催され、「北京宣言」・「行動綱領」及び国連特別総会女性 2000 年会議（ニューヨーク）で採

択された「成果文書」が再確認されました。

（２）　国の動き

　わが国では、1975 年（昭和 50 年）、総理府に婦人問題企画推進本部が設置され、1977 年（昭和 52 年）、

「国内行動計画」が策定されました。

　その後、国籍法の改正や男女雇用機会均等法の公布等により国内法を条約に合うように整備された

うえで、1985 年（昭和 60 年）、女子差別撤廃条約が批准されています。

　さらに、1987 年（昭和 62 年）、21 世紀に向けて男女共同参画社会の形成を目指す「西暦 2000 年に

向けての新国内行動計画」を策定されました。

　1996 年（平成 8 年）、「男女共同参画 2000 年プラン」が策定され、施策の基本的方向と具体的施策

の内示が示されました。（計画の対象期間は平成 12 年度まで）

　1999 年（平成 11 年）、男女共同参画社会の形成についての基本理念と方向が示され、将来に向かっ

て国、地方公共団体及び国民の男女共同参画の形成に関する取り組みが総合的かつ計画的に推進され

るよう、男女共同参画社会基本法が策定されました。

　また、2000 年（平成 12 年）、男女共同参画社会基本法に基づく「男女共同参画基本計画」が策定さ

れました。

　その後、2005 年（平成 17 年）、2006 年度（平成 18 年度）から 2010 年度（平成 22 年度）までの施

策を掲げた男女共同参画基本計画（第 2次）が策定されました。

　2001 年（平成 13 年）に「配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する法律（ＤＶ防止法）」

が制定されました。

　その後、2004 年（平成 16 年）及び 2007 年（平成 19 年）に法改正が行われました。2007 年（平成

19 年）の法改正では、市町村に対し、基本計画策定及び配偶者暴力相談支援センターの設置が努力義

務化されました。
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（３）　愛媛県の動き

　1983 年（昭和 58 年）、「愛媛の婦人対策基本指針」が策定されたほか、「愛媛県婦人対策推進会議」

が設置されました。

　1987 年（昭和 62 年）、「愛媛県婦人総合センター（現：愛媛県女性総合センター）」が開館。1991 年（平

成 3年）、男女共同参画社会づくりの中核機構として「（財）えひめ女性財団」が設立されました。

　1992 年（平成 4年）、「愛媛県女性行動計画」が策定されました。

　2001 年（平成 13 年）、「愛媛県男女共同参画計画～パートナーシップえひめ 21 ～」が新たに策定さ

れました。

　2002 年（平成 14 年）、愛媛県の男女共同参画を進める施策の基本となる事項を定めた「愛媛県男女

共同参画推進条例」が施行されました。

　2006 年（平成 18 年）、2005 年度（平成 17 年度）が計画期間の中間となること、また、国の基本計

画が改定されたことから、「愛媛県男女共同参画計画～パートナーシップえひめ 21 ～」の中間改定が

行われました。

　また、同年、国の「配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護のための施策に関する基本的な方針」

に即して、「愛媛県配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する基本計画」が策定されました。

　2007 年（平成 19 年）にＤＶ防止法の一部改正やこれに伴い 2008 年（平成 20 年）に国の基本方針

が見直されたことから、2009 年（平成 21 年）に、これまでの取り組みや課題を整理し、今後必要な

取り組みを盛り込んだ「愛媛県配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する基本計画」の改定

が行われ、「若い世代における交際相手からの暴力の防止」や「市町のＤＶ施策への支援」の２つの

重点目標を新設するなど、ＤＶ防止対策への取り組みが進められています。

（４）　四国中央市の取り組み

　2004 年（平成 16 年）4 月に、川之江市、伊予三島市、宇摩郡土居町、宇摩郡新宮村の２市１町１

村が合併し、「四国中央市」が誕生しました。合併前の旧市町村において、男女共同参画に関する取

り組みをそれぞれ行ってきましたが、新市誕生後２年目となる 2005 年（平成 17 年）に女性生活相談

室を設置し、女性政策に取り組んできました。

　また、合併に伴い、新市の総合的かつ計画的なまちづくりの指針となる「四国中央市総合計画」を

策定し、その中で「人がまんなか」であるために、「人権の尊重と男女共同参画社会の実現」を推進

施策のひとつに掲げました。

　さらには、平成 19 年 6 月に制定した「四国中央市自治基本条例」においても男女共同参画につい

ての条項を定め、男女の対等な参画なくしてまちの発展はなく、協働のまちづくりは成り立たないと

の認識のもと、男女が互いに尊重し、共に責任を担いつつ、多方面において参画できる機会や体制を

構築しようとしています。

　そして、平成 20 年 7 月施行の審議会等の運営に関する指針では、委員の構成において「男女比率

の均等を図る」とし、女性の参画拡大の推進に取り組んでいます。
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３　計画の位置づけ

○この計画は、「男女共同参画社会基本法」第14条第3項に規定された「市町村男女共同参画計画」です。

○この計画は、「四国中央市総合計画」を上位とした個別計画です。

○この計画は、国の「男女共同参画基本計画（第２次）」、愛媛県の「愛媛県男女共同参画計画～パー

トナーシッ　プえひめ 21 ～」及び「愛媛県配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する基本

計画」を勘案すると　ともに、四国中央市の他の部門計画との整合性を図り、男女共同参画社会づく

りの施策を総合的・計画的　に進めるための基本的な計画です。

○この計画は「配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する法律」第 2 条の 3 第 3 項に基づく

基本計　画と位置づけます。

○この計画は、「四国中央市自治基本条例」の趣旨を踏まえています。

４　計画の期間

　この計画の期間は、2010 年度（平成 22 年度）から 2014 年度（平成 26 年度）までの 5年間とします。

ただし、国や県をはじめ社会情勢の変化に柔軟に対応し、施策を効果的に推進するために、期間中に

おいても必要に応じ計画の見直しを行います。

計画の位置づけ（図解）

○男女共同参画基本計画（国）

○愛媛県男女共同参画計画

○愛媛県配偶者からの暴力の防止及び

　被害者の保護に関する基本計画

四国中央市自治基本条例

協働のまちづくり

部門別四国中央市関連計画

ほか諸計画

四国中央市男女共同参画計画

☆男女共同参画社会の形成

☆ＤＶの防止及び被害者の保護

四国中央市総合計画

連携
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Ⅱ　計画の基本的な考え方

１　基本理念

　本市の総合計画では、将来都市像を「四国のまんなか　人がまんなか　～手をつなぎ、明日をひら

く元気都市～」と掲げています。また、市民一人ひとりがそれぞれの人生の主役として輝くことがで

きるよう、まちづくりの基本理念を「市民一人ひとりのしあわせづくりの応援」とし、いつでも市民

がしあわせを感じられる質感の高いまちを目指しています。

　四国中央市男女共同参画計画では、市民一人ひとりが性別に関係なく個性を認め合い、意識と能力

を高め合い、男女（ひと）が輝けるまちを目指すため、基本理念を次のように定めます。

男
ひ と

女がともに認め合い、高め合い、明
あ す

日をひらくまちづくり

２　基本目標

　本計画においては、「基本理念」のもと、男女共同参画社会を形成するため３つの基本目標を定め、

市民・地域・事業者と行政が手をつなぎ、一体となって取り組みを推進します。

　　（目標Ⅰ）ともに認め合い、尊重し合う意識づくり

　　（目標Ⅱ）多様な生き方ができる社会環境づくり

　

　　（目標Ⅲ）あらゆる分野における男女共同参画
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６

四国中央市が目指す男女共同参画社会の将来イメージ図

家庭では･･･

男女がともに支え合い、協力

しあいながら、家事や育児・

介護などをしています。

学校では･･･

性別にかかわりなく、個性や能

力を活かし、多様な生き方を主

体的に選択できています。

職場では･･･

男女がともに個々の意思により、

能力を十分に発揮しながら、家庭

や地域活動とのバランスのとれた

働きやすい環境になっています。

地域では･･･

男女がともに積極的に地域

活動等に参画し、活力ある

地域がつくられています。
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３　計画の体系

基
本
理
念　
　

男
女
が
と
も
に
認
め
合
い
、
高
め
合
い
、
明
日
を
ひ
ら
く
ま
ち
づ
く
り

１

ともに認め合い、

尊重し合う

意識づくり

２

多様な生き方が

できる

社会環境づくり

①　男女共同参画意識の普及・啓発

②　性別による固定的な役割分担意識の改革

①　学校等における男女共同参画の推進

②　家庭における教育の推進

③　生涯にわたる男女共同参画の推進

①　配偶者からの暴力防止と被害者支援

②　あらゆる暴力の根絶

③　人権尊重の意識啓発

①　職場における男女の参画推進

②　女性のチャレンジ支援の推進

③　農林水産業・自営業分野への

　　男女共同参画の推進

①　子育て・介護支援の充実

②　ワーク・ライフ・バランス（仕事と生活の

　　調和）の普及・促進

③　高齢者・障がい者等への支援充実

④　生涯にわたる心とからだの健康支援の充実

①　政策・方針決定の場への女性の参画促進

②　女性のエンパワーメントの推進

①　家庭生活への男女共同参画の推進

②　地域活動への男女共同参画の推進

①　防災・まちづくりへの男女共同参画の推進

１　男女がともに認め合う

　　意識の醸成

２　男女共同参画の視野に

　　立った教育・学習の

　　推進

３　人権を侵害する暴力の

　　根絶

２　男女がともに健康で

　　安心して暮らせる

　　生活環境づくり

３

あらゆる分野にお

ける男女共同参画

３　様々な分野への

　　男女共同参画の推進

１　政策・方針決定の場への

　　男女共同参画の推進

２　家庭生活と地域社会への

　　男女共同参画の推進

１　男女がともに働きやすい

　　職場環境づくり
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Ⅲ　計画の内容

　基本目標 1　ともに認め合い、尊重し合う意識づくり

★一人ひとりの人権が尊重される男女共同参画社会を目指します。

　男女共同参画社会とは、男女が、社会の対等な構成員として、自らの意思によって社会のあらゆる

分野における活動に参画する機会が確保され、もって男女が均等に政治的、社会的及び文化的利益を

享受することができ、かつ、共に責任を担うべき社会です。（男女共同参画社会基本法より）

　男女共同参画に関する認識を深め、男女が対等な構成員として、ともに責任を担う社会にするため

には、男女共同参画の視点に立った社会制度・慣行の見直しを行なうとともに、意識の改革（意識づ

くり）が必要です。

重点目標１：男女がともに認め合う意識の醸成

１ 現状と課題

　女性の社会進出が進み、さまざまな分野で活躍する女性が増えてきている現在、男女平等に対する

意識は少しずつ変化しています。しかし、本市が実施した男女の地位に関するアンケート調査（図１）

では、「男性の方が優遇されている」・「どちらかといえば男性の方が優遇されている」と回答した人が、

「家庭の中で」61.3％、「職場の中で」66.3％、「地域社会の中で」62.3％、「社会通念で（慣習・しきたり）」

73.1％となっており、依然として男性優遇の意識傾向がみられます。

　また、家庭での役割分担 ( 図２) からは、個人の生き方がますます多様化する中で「掃除」や「洗

濯」・「食事の支度」などいわゆる家事等の担い手は女性が中心となっています。一方、家庭での望ま

しい役割分担 (図３)を尋ねたところ「洗濯」「食事の支度」についての担い手は、男女ともに「女性」

と「男女両方」とする人がほぼ同じ割合を占め、役割分担の認識の二極化がうかがえます。

今後は、家庭内における性別役割分担を見直し、男性も女性も家事・育児・介護などの家庭責任を果

たすことができるよう意識改革を行う必要があります。

　そのためには、メディアや様々な機会を通して、広報・啓発活動を行うとともに、学校や家庭、地

域などのあらゆる場で男女共同参画を進める教育・学習を推進することが必要です。
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図１

図２

（市民アンケート調査）

（市民アンケート調査）

男女の地位の平等感について【全体】
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家庭での役割分担【男女比較】
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言葉の認知度について

5.3

15.1

30.5

43.1

57.0

34.7

7.2

7.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

男女共同参画社会基本法

男女共同参画社会

よく知っている 名前くらいは聞いたことがある 知らない 不明

図３

図４

（市民アンケート調査）

（市民アンケート調査）

家庭での望ましい役割分担【男女比較】
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１１

２ 主な施策

①男女共同参画意識の普及・啓発

具体的施策 事業内容

多様なメディアを活用した

広報・啓発活動の推進

広報紙、市ホームページ、CATV 等を活用した広報・

啓発及び情報の提供

男女共同参画に関する学習の機会の提供	
・まちづくり出前講座の実施

・教育関係者を対象とした研修・学習会の開催

・市職員を対象とした研修・学習会の開催

②性別による固定的な役割分担意識の改革

具体的施策 事業内容

意識改革のための啓発講座・講演会の開催
・男女共同参画セミナーや広報紙での意識の啓発

・子育てや介護等への男性の積極的な参画意識の啓発

重点目標２：男女共同参画の視点に立った教育・学習の推進

１ 現状と課題

　市民アンケート調査（図５）によると、「学校教育の分野で」は、53.4％が「平等になっている」

と回答し、他の分野に比べ高い割合を占めています。男女平等教育の推進により、学校教育の場では、

男女平等の意識は浸透しつつあります。しかし、地域社会や家庭では、まだ多くの人が男女平等では

ないと感じています。「子どもに受けさせたい教育」（図６）から、親の意識として男女差が見られます。

家庭内における子どもの教育に対する考え方が社会での男女共同参画の遅れをもたらし、男女間にお

ける不平等感を招いている一因であると考えられるとともに、今後の課題が家庭の中にあることが分

かります。

　男女共同参画を推進するためには、人権に関する基本的な学習の場として、また人格を形成する場

として学校や家庭・地域社会の果たす役割は大きく、それぞれの分野での教育・学習の充実を図る必

要があります。

そのためには、幼児期からの男女共同参画の視点に立った教育を発達段階に応じて、家庭や学校、地

域において学習の場を提供する必要があります。

　そして、一人ひとりの子どもが性別にかかわらず個性と能力を十分に発揮し、多様な生き方を主体

的に選択できるよう、男女平等の視点に立った教育を推進する必要があります。
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図５

図６

（市民アンケート調査）

（市民アンケート調査）

男女の地位の平等感について【教育】
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２ 主な施策

①学校等における教育の推進

具体的施策 事業内容

学校等における男女平等教育の推進

・男女平等観を育てる教育・保育の推進

・発達段階に応じた性教育の推進

・教職員への研修の推進

・性別にとらわれない進路指導の充実

②家庭における教育の推進

具体的施策 事業内容

男女平等意識の浸透のための

広報・啓発活動

・家庭教育学級、ＰＴＡ等での講座の実施

・保護者に対しての情報の提供及び学習の充実

・男女共同子育ての推進

③生涯にわたる学習の推進

具体的施策 事業内容

生涯にわたる学習の推進

・生涯にわたる学習機会の充実

・学習グループの育成・活動支援

・男性や若い世代を対象とした学習機会の充実

重点目標３：人権を侵害する暴力の根絶

１ 現状と課題

　男女共同参画社会を実現する上で、男女が互いの人権を尊重し、認め合い、思いやることが大切です。

男女共同参画社会基本法第 3 条では、「男女の個人としての尊厳が重んぜられること、男女が性別に

よる差別的取扱いを受けないこと、男女が個人として能力を発揮する機会が確保されることその他の

男女の人権が尊重されること」が求められています。

　しかし、市民アンケート調査（図７）では、「女性の人権が尊重されていないと感じること」として、

「職場における男女の待遇の違い」（47.7％）、「男女の固定的な役割分担意識」（47.2％）に次いで、「女

性ということで意見を無視する行為」（30.8％）、「セクシュアル・ハラスメント（性的いやがらせ）」

（23.6％）、「夫や恋人からの暴力（ＤＶ）」（12.6％）があります。これは、男女間における古い慣習

や意識を起因とした人権の侵害といえます。
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配偶者やパートナーからの暴力やセクシュアル・ハラスメントなどの人権侵害は、男女共同参画社会

を形成するうえで、克服すべき重要な課題といえます。

　市民アンケート調査によると、配偶者やパートナーからの暴力の経験（図８）については、「大声

で怒鳴られる」などの精神的暴力の割合が高くなっています。また、身体的暴力の中には「命の危険

を感じるくらいの暴力」を受けた人もいます。「相談の有無」（図９）については、女性の 68％、男性

の 86.2％の人が「どこ（だれ）にも相談しなかった」と回答し、その理由（図 11）として、「相談す

るほどのことではない」「自分にも悪いところがある」「自分さえ我慢すれば何とかなる」などの思い

から、だれ（どこ）にも相談しないケース見られます。また、相談先（図 10）については、公的機関

への相談は少なく、身近な「家族・親族」や「友人・知人」への相談が多くなっています。

　このように、配偶者やパートナーからの暴力（ＤＶ）は、被害の実態が表面化しにくく、被害を潜

在化させてしまうことがあります。個人や家庭内だけの問題とはせず、社会全体の問題として捉え、

関係機関と連携し、相談・支援体制の整備が必要です。

　また、配偶者からの暴力だけでなく、セクシュアル・ハラスメントやストーカー行為等についても

広く周知し、被害が潜在化しないよう啓発していく必要があります。

　個人の人権が尊重され、暴力を許さない社会の実現が重要であり、人権を侵害するＤＶをはじめ、

あらゆる暴力の根絶を図るための取り組みが必要です。

女性の人権が尊重されていないと感じること【男女比較】
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昇格・昇進の格差など職場における男女の待遇の違い

男性回答 女性回答 全体

図７

（市民アンケート調査）
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【配偶者やパートナーからの暴力（DV)の経験について】
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相談先について
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2.4%

3.6%

4.8%

34.5%

52.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

その他

民間の機関

学校関係者（教員・養護教員等）

医療関係者（医師・看護師等）

公的機関

警察

友人・知人

家族・親族

図 10

（市民アンケート調査）



１７

【相談しなかった、できなかった理由について】(複数回答）

2.9

1.4

1.4

2.9

7.2

8.7

17.4

7.2

15.9

29.0

46.4

65.2

9.6

1.0

1.9

4.8

7.7

23.1

9.6

11.5

18.3

26.0

29.8

56.7

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

その他

被害を受けたことを忘れたかったから

相談したことがわかると仕返しをされると思ったから

相談先がわからなかったから

相談することによって自分が不快な思いをすると思ったから

他人を巻き込みたくなかったから

世間体が悪いから

人に知られたくなかった

相談しても無駄だと思ったから

自分さえ我慢すれば、何とかやっていけると思ったから

自分にも悪いところがあると思ったから

相談するほどのことではないと思ったから

男性回答 女性回答

言葉の認知度について

41.7

8.9

37.7

44.9

13.6

39.1

7.0

7.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ﾄﾞﾒｽﾃｨｯｸ・ﾊﾞｲｵﾚﾝｽ（DV）

配偶者暴力相談支援センター

よく知っている 名前くらいは聞いたことがある 知らない 不明

図 11

図 12

（市民アンケート調査）

（市民アンケート調査）



１８

２ 主な施策

①配偶者からの暴力防止と被害者支援

具体的施策 事業内容

ＤＶの防止に向けた意識啓発
・広報紙、市ホームページを活用した啓発

・まちづくり出前講座の実施

被害者の相談体制の充実

・相談窓口の周知

・県（配偶者暴力相談支援センター）や警察など

　関係機関との連携強化

・相談窓口の充実

被害者の支援体制の整備

・被害者の保護や自立支援のための情報提供

・県（配偶者暴力相談支援センター）や警察など関係

　機関との連携

・民間団体等との連携

②あらゆる暴力の根絶

具体的施策 事業内容

あらゆる暴力の防止に向けた意識啓発
・広報紙、市ホームページを活用した啓発

・まちづくり出前講座の実施

③人権尊重の意識啓発

具体的施策 事業内容

人権に関する学習の機会の提供

・まちづくり出前講座の実施

・人権のつどいの開催

・人権・同和教育地区別懇談会等の実施

・人権・同和教育推進養成講座



１９

　基本目標２　多様な生き方ができる社会環境づくり

★性別や職種に関わりなく、一人ひとりが個性と能力を発揮し、働き続けることのできる社会を目指

します。

★だれもが安心して暮らすことのできる社会を目指します。

重点目標１：男女がともに働きやすい職場環境づくり

１ 現状と課題

　男女共同参画社会の実現のためには、雇用の分野において、男女の均等な機会と待遇が確保される

ことが大切であります。しかし、「男女雇用機会均等法」により、制度上は男女の均等が図られてい

ますが、実態としては、賃金や昇進など、職場における待遇には依然として男女の差があり、市民ア

ンケート調査で「職場の中で、男女の地位は平等になっているか」（図 13）と尋ねたところ、「平等に

なっている」と回答した人は男性 17％、女性 9.8％と女性の方が低く、「男性の方が優遇されている」

と回答した人は男性 21.8％、女性 30.4％となっています。

　また、少子高齢化社会においては、労働力の確保という視点から、女性が能力を発揮しながら就労

していくことに期待が寄せられています。市民アンケート調査（図 14）で、男女共同参画社会を進め

るために、市が力を入れるべき施策について尋ねたところ、約半数の人が「子育て支援のサービスを

充実する」を挙げており、また、約 2 割の人が「女性の就労の機会が増えるよう、情報の提供や職業

訓練の機会を提供する」を挙げています。子育て等で一旦離職した女性が、希望する職分野や就労形

態で再就職や起業にチャレンジできるような支援が必要です。



２０

職場の中の男女平等について【男女比較】

20.4

13.8

30.4

21.8

13.3

4.0 26.6

30.2

42.9

36.9

40.1

46.1

46.3

27.6

17.0

9.8

27.4

19.6

12.1

20.2

7.9

13.3

5.9

4.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

【男性】

法律や制度の上で【女性】

【男性】

職場の中で【女性】

【男性】

家庭の中で【女性】

男性の方が優遇されている どちらかといえば男性の方が優遇されている

平等になっている どちらかといえば女性の方が優遇されている

女性の方が優遇されている わからない

不明（無回答）

【これから力を入れるべきところは？】（複数回答）

1.1

11.0

7.1

20.1

11.6

12.4

16.9

15.0

26.3

35.3

36.4

48.6

1.8

5.5

7.1

9.4

12.0

14.1

18.6

22.0

22.7

32.7

49.0

52.4

1.5

7.8

7.1

13.9

11.8

13.4

17.9

19.1

24.2

33.8

38.5

50.8

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

その他

DV（配偶者や恋人などからの暴力）根絶・防止に向けた取り組みの強化

DV被害者のための一時保護施設の設置

あらゆる分野での女性の積極登用をすすめるようPR

地域で男女平等等をすすめる生涯学習の場や機会の増

各分野でリーダーシップが発揮できる女性リーダーの育成

学校などにおける男女平等教育の充実

女性の就労の機会が増えるよう、情報の提供や職業訓練の機会の提供

職場における男女の均等な取り扱いに関して企業等へ働きかける

男女共同参画についての情報提供の充実

高齢者や障がい者に対する介護サービスの充実

子育て支援のサービスを充実する

男性回答 女性回答 全体

図 13

図 14

（市民アンケート調査）

（市民アンケート調査）



２１

２　主な施策

①職場における男女の参画推進

具体的施策 事業内容

男女雇用機会均等法の周知徹底
・職場における待遇の改善の啓発

・関係機関との連携による研修会等の開催

パートタイム労働者等の就業条件の整備	
・パートタイム労働者等の就業条件の改善

 （事業者へのパートタイム労働法等の周知徹底）

労働相談、就労相談など各種相談事業の充実
・関係機関と連携し、労働相談、就労相談等の実施

・セクシュアル・ハラスメント防止の啓発

②女
※２

性のチャレンジ支援の推進

具体的施策 事業内容

再就職のための就労支援
・ハローワークとの連携

・就労に関する情報提供

再雇用制度の普及
・ハローワークとの連携

・企業等への広報、啓発

チャレンジ支援のための情報提供
・広報紙、市ホームページ、ＣＡＴＶ等を利用した

　情報の提供

能力発揮の場の確保 ・女性のための起業支援

技術や職業能力を開発するための支援の充実 ・女性起業塾事業の開催

再就職希望者に対する情報提供や講座の開催 ・就労に関する相談体制の整備充実

③農林水産業・自営業分野への男女共同参画の推進

具体的施策 事業内容

男女共同参画の視点での農業経営推進
・家

※３

族経営協定締結の推進

・女性認
※４

定農業者の育成

男女共同参画に関する広報・啓発

・広報紙での周知、啓発

・市ホームページによる関連サイトの周知

・各種講座及び研修への参加促進

・農協・商工会議所等関係機関との連携

※２　女性のチャレンジ支援
出産・子育て等により一旦離職した女性が再就職・起業等をすること。

※３　家族経営協定
農業経営に参画する個人の地位及び役割を明確化し、その意欲と能力を十分に発揮できるようにするため、経営の方針や家族一人ひとりの役割、働きや
すい環境づくりなどについて家族みんなの話し合いにより取り決めるもの。

※４　認定農業者
平成 5年に制定された「農業経営基盤強化促進法」に位置づけられる制度。農業者が作成する農業経営の規模の拡大、生産方式・経営管理の合理化、農
業従事の態様の改善等農業経営の改善を図るための計画（農業経営改善計画）を市町村の基本構想に照らして、市町村が認定した農業者のこと。



２２

重点目標２：男女がともに健康で安心して暮らせる生活環境づくり

１ 現状と課題

　少子高齢化が進む中で、男女がともに仕事と家事・育児、地域活動等を両立させ、バランスのとれ

た生活を実現していくためには、家庭において家族が協力し、支え合いながら、子育てや介護を担う

とともに、社会的サービスも充実していくことが重要です。

　また、「家庭生活の役割分担」（図２）で、「子どもの世話」にかかわる割合は、女性の 47.2％に対し、

男性は 27.7％となっていますが、望ましい担い方（図３）として男女ともに約 8割の人が「両方」と

しています。「家族の介護」についても同じようなことがいえます。

　女性が家庭生活の中で多くの役割を担っている中、女性の人権を守るためには「男女がともに、家

庭と仕事を両立できる支援策を充実すること」（57.2％）（図 15）が最も求められており、また、男性

についても仕事と家庭を両立できる環境は、まだ十分とはいえません。そのため、子育てや介護など

の家庭生活での役割を男女がともに協力し合い担っていく意識を深め、地域ぐるみで支援体制や各種

サービスを充実させる必要があります。

　また、各福祉施策の制度改正が進む中で、高齢者や障がい者等が地域で自立した生活ができるよう

にするとともに、地域全体で支えられるよう、支援体制の確立も必要です。

　さらに、男性も女性もそれぞれの身体の特徴を理解しながら、思いやりをもって生きていくことも

大切です。特に女性は妊娠・出産など、男性とは異なる健康問題に直面することもあり、思春期、妊娠、

出産（期）、更年期、高齢期等の各段階に応じた健康支援が必要です。



２３

女性の人権を守るための対策について（複数回答）

2.3

5.4

16.1

30.8

21.2

24.1

28.2

39.0

52.3

0.6

4.7

15.3

19.2

24.1

25.7

26.7

40.6

60.8

1.3

5.0

15.6

24.1

22.7

25.1

27.4

39.9

57.2

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

その他

特に対策の必要はない

女性の人権侵害に対する相談窓口を充実する

各種審議会や管理職など意思・方針決定への女性の進出を促進する

保護が必要な女性のための支援体制を充実する

男女平等や性についての教育を充実する

法律・制度の制定や見直しを行う

固定化された男女の差別意識を変えるためのはたらきかけを行う

男女がともに、家庭と仕事を両立できる支援策を充実する

男性回答 女性回答 全体

言葉の認知度について

7.3 31.6 53.7 7.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ﾜｰｸ.ﾗｲﾌ.ﾊﾞﾗﾝｽ（仕事と生活の調和）

よく知っている 名前くらいは聞いたことがある 知らない 不明

図 15

図 16

（市民アンケート調査）

（市民アンケート調査）



２４

２　主な施策

①子育て・介護支援の充実

具体的施策 事業内容

一時保育や延長保育など

多様な保育サービスの充実

・通常保育、一時預かり事業、延長保育促進事業、病児・

　病後時保育事業等の充実

地域における子育て支援サービスの充実
・地域子育て支援拠点事業、放課後児童クラブ、ファミ

　リーサポート事業等の充実

子育て支援のネットワークづくり ・子育て支援グループ等のネットワークづくり

子育て相談機能の充実

・乳児家庭全戸訪問事業、養育支援訪問事業の充実

・子育て総合相談、児童家庭相談の充実

・発達支援センターにおける相談業務の充実

介護家族への支援充実
・介護予防教室の開催

・家族介護者交流事業等の充実

介護相談支援の充実 ・地域包括支援センターの相談体制の充実

ひとり親家庭への支援の充実

・母子自立支援プログラム策定事業による支援の充実

・ひとり親家庭に対する相談体制の整備や指導の充実

・母子家庭自立支援給付事業の実施

②ワ
※５

ーク・ライフ・バランス（仕事と生活の調和）の普及・促進

具体的施策 事業内容

仕事と生活の両立に向けた意識啓発

（働き方の見直しの促進）

・仕事と家庭における固定的な性別役割分担の見直し啓

　発及びワーク・ライフ・バランスの啓発

・男性のライフアップセミナーの開催

育児・介護休業制度等の普及
・育児・介護休業制度の周知徹底と、事業所に対する働

　きかけ・男女を問わない制度利用の拡大

③高齢者・障がい者等への支援の充実

具体的施策 事業内容

生きがいづくり・社会参加支援の充実

・シルバー人材センターの支援

・ふれあいいきいきサロン活動支援

・老人クラブ活動の支援

・生きがいと健康づくり推進事業の充実

在宅・施設サービスの充実
・介護保険サービスの充実

・障害者福祉サービスの充実

※５　ワーク・ライフ・バランス
仕事と生活の調和のこと。だれもが、仕事、家庭生活、地域生活、個人の自己啓発など様々な活動について、自ら希望するバランスで展開できる状態。



２５

④生涯にわたる心とからだの健康支援の充実

具体的施策 事業内容

健（検）診体制の充実
・妊婦・乳幼児に対する健診の実施

・各種検診（がん検診）の実施

情報提供・相談体制の充実

・各種教室の実施（思春期教室等の開催）

・各種健（検）診のフォロー体制の充実

・各種健康相談・訪問指導の充実



２６

　基本目標３　あらゆる分野における男女共同参画

★あらゆる分野における男女共同参画を推進します。

　これまでの社会システムの多くは男性中心に形づくられてきました。しかし、最近では女性によっ

て支えられ活性化する市民グループ、女性が積極的に取り組むことで活性化する地域活動、女性を中

心に活動し、成功している企業等、女性の参画によって成功しているものが数多く見受けられます。

男性を中心とした組織への女性の参画、逆に女性を中心とした組織への男性の参画は、新しい視点や

価値観が生まれます。男女が交流しながらともに活動することで、活性化が進み、よりよい活動とな

ることが期待されます。

　今後、まちづくりや政策・方針決定の場も含め、あらゆる分野に女性の参画が進むことにより、男

女それぞれの意見が反映され、ともに人として豊かに暮らすことのできる社会の仕組みを作り出すこ

とが期待されます。

重点目標１：政策・方針決定の場への男女共同参画の推進

１ 現状と課題

　男女がともに社会をつくっていくためには、意思を反映する政策・方針決定の場に男女が対等な立

場で参画することが大切です。

　市の審
※６

議会等は、多様化していく市民ニーズに応えられる政策課題を審議・検討し、政策の方向性

を提言する重要な役割を担っています。また、企業や行政の組織において女性を管理職として登用す

ることは、事業・施策の方針に女性の考えが反映され、多様な考えに基づいた事業・施策の展開やよ

り幅広い視点からの組織運営につながります。

　しかし、市民アンケート調査（図 17）では、女性が審議会等の委員やその他の役職などの就任する

ことは、男性より消極的です。

　本市は、2008 年（平成 20 年）7 月に施行した「審議会等の運営に関する指針」に基づき、審議会

等における女性委員の積極的な登用の推進を図っており、政策・方針決定過程への女性の参画を進め

ることが求められています。なお、本市の審議会等における女性委員の割合は、20.9％（平成 21 年 4

月 1 日現在）となっています。

　また、自分で意思決定し、行動できる能力を身につけたリーダーシップのとれる女性の人材が求め

られ、女性自身も自らの意識と能力を高め、力をつける必要があります。こうした能力を身につける

ための学習機会を提供し、人材育成を図るとともに、あらゆる分野に女性の参画を推進する必要があ

ります。

※６　審議会等
政策の立案、運営にあたり専門知識を導入し、各種の意見を反映させるため、行政機関に設置される諮問のための合議制の機関で、審議会、委員会、協
議会等の名称で呼ばれています。
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２　主な施策

①政策・方針決定の場への女性の参画促進

具体的施策 事業内容

審議会等への女性の参画促進

・審議会等への女性の登用率の向上

・自治基本条例に基づく「審議会等の運営に関する指針」の運用･

　推進

②女
※７

性のエンパワーメントの推進

具体的施策 事業内容

女性の人材育成と能力の活用 ・生涯学習や研修等による女性のエンパワーメントの推進

※７　女性のエンパワーメント
「男女共同参画社会の実現のために、女性自らの意識と能力を高め、社会のあらゆる分野で、政治的、経済的、社会的及び文化的に力を持った存在となり、
力を発揮し、行動していくこと」をいいます。

就任依頼のあった場合の受諾について【男女比較】
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0% 20% 40% 60% 80% 100%

【男性】

国、県、市町村の議会議員【女性】

【男性】

知事や市町村長【女性】

【男性】

県や市町村の審議会委員【女性】

【男性】

職場の管理職【女性】

【男性】

PTA会長、保護者会長【女性】

【男性】

町内会長、自治会長、広報委員【女性】

積極的に引き受ける 状況により引き受ける ことわる わからない 不明（無回答）

図 17

（市民アンケート調査）
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重点目標２：家庭生活と地域社会への男女共同参画の推進

１ 現状と課題

　市民アンケート調査（図２）から、町内会や自治会等の地域活動においては、日々の活動は女性が担っ

ているにもかかわらず、慣習などにより組織のリーダーは男性であることが多く、実質の活動は女性

が行い、意思決定の場は男性が行っているという状況がうかがえます。男女共同参画社会づくりを進

めていくためには、家庭や地域社会において固定的な役割分担意識を改めなければなりません。

　地域で支え合うことの必要性が高まる中、ボランティア活動などの地域活動においては、多くは女

性が活動の主体となっていますが、一人ひとりが暮らしやすい地域をつくるために、男性・女性とも

に地域社会に参画する必要があります。

２　主な施策

①家庭生活への男女共同参画の推進

具体的施策 事業内容

家庭におけるパートナーシップの

促進

・男女がともに平等な立場で家事、育児、介護等に係わる認識を

　高める各種講習会の開催

家庭における男女共同参画のため

の啓発

・男女がともに分担し合う意識の高揚を図る講座の開催や研修会

　の実施

・男性向け講座（男性料理教室など）の開催による生活技術の取

　得の支援

②地域活動への男女共同参画の推進

具体的施策 事業内容

多様な活動への男女の参画促進 ・自治会をはじめとするさまざまな地域活動への参加促進
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重点目標３：様々な分野への男女共同参画の推進

１ 現状と課題

　活力ある地域社会を築いていくためには、そこに暮らす男女が地域活動に対して、積極的に参画し

ていくことが必要です。まちづくりや防災・災害復興など生活に身近な分野において、様々な視点や

発想を活かし、活動することにより、安心・安全で活力あるまちづくりが進められます。

　ボランティア活動に関する市民意識調査（平成 17 年実施）（図 18、19、20）では、ボランティア活

動への参加に高い関心を持ち、住みよいまちづくりや環境の保全活動、災害時の救援活動などの活動

に参加の意欲が見られました。

　今後、男女ともに多様な能力を活かせるよう、まちづくりなど様々な分野への参画を進めていく必

要があります。

図 18

図 19

ボランティア活動に関する市民意識調査

ボランティア活動に関する市民意識調査
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２　主な施策

①防災・まちづくりへの男女共同参画の推進

具体的施策 事業内容

男女共同参画の視点を取り入れ

た防災対策の推進
・地域防災組織への支援

地域における防災力の向上 ・男女がともに地域防災の担い手となれる体制づくりの支援

まちづくりにおける男女共同参

画の推進
・自治基本条例の運用･推進

図 20

ボランティア活動に関する市民意識調査
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Ⅳ　計画の推進体制

推進体制の整備

　男女共同参画社会を形成に向かって、広範多岐にわたる関連施策を総合的かつ効果的に推進するた

めには、市民や各種団体、企業、関係行政機関はもとより、市の関係各課が連携を密にして推進する

必要があります。

　　１．庁内推進体制の整備・充実

　　　　庁内の推進体制を整備・充実し、関係各課との連携

　　２．市民、各種団体、企業との連携

　　　　男女共同参画施策の推進に向けて、市民や各種団体、企業との連携

　　３．国・県・関係機関との連携

　　　　男女共同参画施策の推進に向けて、国・県や他自治体等との連携
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参考資料

男女共同参画社会基本法
（平成 11 年 6 月 23 日法律第 78 号）

改正　平成 11 年 7 月 16 日法律第 102 号

平成 11 年 12 月 22 日同　第 160 号

目次 

前文

第１章　総則（第 1条―第 12 条）

第２章　男女共同参画社会の形成の促進に関する基

本的施策（第 13 条―第 20 条）

第３章　男女共同参画会議（第 21 条―第 28 条）

附則 

　我が国においては、日本国憲法に個人の尊重と法

の下の平等がうたわれ、男女平等の実現に向けた

様々な取組が、国際社会における取組とも連動しつ

つ、着実に進められてきたが、なお一層の努力が必

要とされている。

　一方、少子高齢化の進展、国内経済活動の成熟化

等我が国の社会経済情勢の急速な変化に対応してい

く上で、男女が、互いにその人権を尊重しつつ責任

も分かち合い、性別にかかわりなく、その個性と能

力を十分に発揮することができる男女共同参画社会

の実現は、緊要な課題となっている。

　このような状況にかんがみ、男女共同参画社会の

実現を 21 世紀の我が国社会を決定する最重要課題

と位置付け、社会のあらゆる分野において、男女共

同参画社会の形成の促進に関する施策の推進を図っ

ていくことが重要である。

　ここに、男女共同参画社会の形成についての基本

理念を明らかにしてその方向を示し、将来に向かっ

て国、地方公共団体及び国民の男女共同参画社会の

形成に関する取組を総合的かつ計画的に推進するた

め、この法律を制定する。

第 1章　総則 

（目的）

第１条　この法律は、男女の人権が尊重され、かつ、

社会経済情勢の変化に対応できる豊かで活力ある社

会を実現することの緊要性にかんがみ、男女共同参

画社会の形成に関し、基本理念を定め、並びに国、

地方公共団体及び国民の責務を明らかにするととも

に、男女共同参画社会の形成の促進に関する施策の

基本となる事項を定めることにより、男女共同参画

社会の形成を総合的かつ計画的に推進することを目

的とする。 

（定義）

第２条　この法律において、次の各号に掲げる用語

の意義は、当該各号に定めるところによる。 

(1) 男女共同参画社会の形成 男女が、社会の対等

な構成員として、自らの意思によって社会のあら

ゆる分野における活動に参画する機会が確保され、

もって男女が均等に政治的、経済的、社会的及び文

化的利益を享受することができ、かつ、共に責任を

担うべき社会を形成することをいう。

(2) 積極的改善措置 前号に規定する機会に係る男

女間の格差を改善するため必要な範囲内において、

男女のいずれか一方に対し、当該機会を積極的に提

供することをいう。 

（男女の人権の尊重）

第３条　男女共同参画社会の形成は、男女の個人と

しての尊厳が重んぜられること、男女が性別による

差別的取扱いを受けないこと、男女が個人として能

力を発揮する機会が確保されることその他の男女の

人権が尊重されることを旨として、行われなければ

ならない。 

（社会における制度又は慣行についての配慮）

第４条　男女共同参画社会の形成に当たっては、社

会における制度又は慣行が、性別による固定的な役

割分担等を反映して、男女の社会における活動の選

択に対して中立でない影響を及ぼすことにより、男

女共同参画社会の形成を阻害する要因となるおそれ

があることにかんがみ、社会における制度又は慣行

が男女の社会における活動の選択に対して及ぼす影

響をできる限り中立なものとするように配慮されな

ければならない。
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（政策等の立案及び決定への共同参画）

第５条　男女共同参画社会の形成は、男女が、社会

の対等な構成員として、国若しくは地方公共団体に

おける政策又は民間の団体における方針の立案及び

決定に共同して参画する機会が確保されることを旨

として、行われなければならない。

（家庭生活における活動と他の活動の両立）

第６条　男女共同参画社会の形成は、家族を構成す

る男女が、相互の協力と社会の支援の下に、子の養

育、家族の介護その他の家庭生活における活動につ

いて家族の一員としての役割を円滑に果たし、かつ、

当該活動以外の活動を行うことができるようにする

ことを旨として、行われなければならない。 

（国際的協調）

第７条　男女共同参画社会の形成の促進が国際社会

における取組と密接な関係を有していることにかん

がみ、男女共同参画社会の形成は、国際的協調の下

に行われなければならない。 

（国の責務）

第８条　国は、第３条から前条までに定める男女共

同参画社会の形成についての基本理念（以下「基本

理念」という。）にのっとり、男女共同参画社会の

形成の促進に関する施策（積極的改善措置を含む。

以下同じ。）を総合的に策定し、及び実施する責務

を有する。

（地方公共団体の責務）

第９条　地方公共団体は、基本理念にのっとり、男

女共同参画社会の形成の促進に関し、国の施策に準

じた施策及びその他のその地方公共団体の区域の特

性に応じた施策を策定し、及び実施する責務を有す

る。

 

（国民の責務）

第 10 条　国民は、職域、学校、地域、家庭その他

の社会のあらゆる分野において、基本理念にのっと

り、男女共同参画社会の形成に寄与するように努め

なければならない。

（法制上の措置等）

第 11 条　政府は、男女共同参画社会の形成の促進

に関する施策を実施するため必要な法制上又は財政

上の措置その他の措置を講じなければならない。

 

（年次報告等）

第 12 条　政府は、毎年、国会に、男女共同参画社

会の形成の状況及び政府が講じた男女共同参画社会

の形成の促進に関する施策についての報告を提出し

なければならない。

２　政府は、毎年、前項の報告に係る男女共同参画

社会の形成の状況を考慮して講じようとする男女共

同参画社会の形成の促進に関する施策を明らかにし

た文書を作成し、これを国会に提出しなければなら

ない。 

第２章　男女共同参画社会の形成の促進に関する基

本的施策 

（男女共同参画基本計画） 

第 13 条　政府は、男女共同参画社会の形成の促進

に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図るた

め、男女共同参画社会の形成の促進に関する基本

的な計画（以下「男女共同参画基本計画」という。）

を定めなければならない。 

２　男女共同参画基本計画は、次に掲げる事項につ

いて定めるものとする。 

(1)　総合的かつ長期的に講ずべき男女共同参画社

会の形成の促進に関する施策の大綱 

(2)　前号に掲げるもののほか、男女共同参画社会

の形成の促進に関する施策を総合的かつ計画的に推

進するために必要な事項 

３　内閣総理大臣は、男女共同参画会議の意見を聴

いて、男女共同参画基本計画の案を作成し、閣議の

決定を求めなければならない。 

４　内閣総理大臣は、前項の規定による閣議の決定

があったときは、遅滞なく、男女共同参画基本計画

を公表しなければならない。 

５　前２項の規定は、男女共同参画基本計画の変更

について準用する。 



（都道府県男女共同参画計画等）

第 14 条　都道府県は、男女共同参画基本計画を勘

案して、当該都道府県の区域における男女共同参画

社会の形成の促進に関する施策についての基本的な

計画（以下「都道府県男女共同参画計画」という。）

を定めなければならない。 

２　都道府県男女共同参画計画は、次に掲げる事項

について定めるものとする。 

(1)　都道府県の区域において総合的かつ長期的に

講ずべき男女共同参画社会の形成の促進に関する施

策の大綱 

(2)　前号に掲げるもののほか、都道府県の区域に

おける男女共同参画社会の形成の促進に関する施策

を総合的かつ計画的に推進するために必要な事項 

３　市町村は、男女共同参画基本計画及び都道府県

男女共同参画計画を勘案して、当該市町村の区域に

おける男女共同参画社会の形成の促進に関する施策

についての基本的な計画（以下「市町村男女共同参

画計画」という。）を定めるように努めなければな

らない。 

４　都道府県又は市町村は、都道府県男女共同参画

計画又は市町村男女共同参画計画を定め、又は変更

したときは、遅滞なく、これを公表しなければなら

ない。 

（施策の策定等に当たっての配慮）

第 15 条　国及び地方公共団体は、男女共同参画社

会の形成に影響を及ぼすと認められる施策を策定

し、及び実施するに当たっては、男女共同参画社会

の形成に配慮しなければならない。

 

（国民の理解を深めるための措置）

第 16 条　国及び地方公共団体は、広報活動等を通

じて、基本理念に関する国民の理解を深めるよう適

切な措置を講じなければならない。

 

（苦情の処理等）

第 17 条　国は、政府が実施する男女共同参画社会

の形成の促進に関する施策又は男女共同参画社会の

形成に影響を及ぼすと認められる施策についての苦

情の処理のために必要な措置及び性別による差別的

取扱いその他の男女共同参画社会の形成を阻害する

要因によって人権が侵害された場合における被害者

の救済を図るために必要な措置を講じなければなら

ない。

 

（調査研究）

第 18 条　国は、社会における制度又は慣行が男女

共同参画社会の形成に及ぼす影響に関する調査研究

その他の男女共同参画社会の形成の促進に関する施

策の策定に必要な調査研究を推進するように努める

ものとする。

 

（国際的協調のための措置）

第 19 条　国は、男女共同参画社会の形成を国際的

協調の下に促進するため、外国政府又は国際機関と

の情報の交換その他男女共同参画社会の形成に関す

る国際的な相互協力の円滑な推進を図るために必要

な措置を講ずるように努めるものとする。 

（地方公共団体及び民間の団体に対する支援）

第 20 条　国は、地方公共団体が実施する男女共同

参画社会の形成の促進に関する施策及び民間の団体

が男女共同参画社会の形成の促進に関して行う活動

を支援するため、情報の提供その他の必要な措置を

講ずるように努めるものとする。 

第３章　男女共同参画会議 

（設置）

第 21 条　内閣府に、男女共同参画会議（以下「会議」

という。）を置く。

（所掌事務）

第 22 条　会議は、次に掲げる事務をつかさどる。 

(1)　男女共同参画基本計画に関し、第 13 条第３項

に規定する事項を処理すること。 

(2)　前号に掲げるもののほか、内閣総理大臣又は

関係各大臣の諮問に応じ、男女共同参画社会の形成

の促進に関する基本的な方針、基本的な政策及び重

要事項を調査審議すること。 

(3)　前２号に規定する事項に関し、調査審議し、

必要があると認めるときは、内閣総理大臣及び関係
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各大臣に対し、意見を述べること。 

(4)　政府が実施する男女共同参画社会の形成の促

進に関する施策の実施状況を監視し、及び政府の施

策が男女共同参画社会の形成に及ぼす影響を調査

し、必要があると認めるときは、内閣総理大臣及び

関係各大臣に対し、意見を述べること。

（組織）

第 23 条　会議は、議長及び議員 24 人以内をもって

組織する。 

（議長）

第 24 条　議長は、内閣官房長官をもって充てる。

２　議長は、会務を総理する。

（議員）

第 25 条　議員は、次に掲げる者をもって充てる。 

(1)　内閣官房長官以外の国務大臣のうちから、内

閣総理大臣が指定する者 

(2)　男女共同参画社会の形成に関し優れた識見を

有する者のうちから、内閣総理大臣が任命する者 

２　前項第２号の議員の数は、同項に規定する議員

の総数の 10 分の５未満であってはならない。 

３　第１項第２号の議員のうち、男女のいずれか一

方の議員の数は、同号に規定する議員の総数の 10

分の４未満であってはならない。 

４　第１項第２号の議員は、非常勤とする。 

（議員の任期）

第 26 条　前条第１項第２号の議員の任期は、２年

とする。ただし、補欠の議員の任期は、前任者の残

任期間とする。

２　前条第１項第２号の議員は、再任されることが

できる。 

（資料提出の要求等）

第 27 条　会議は、その所掌事務を遂行するために

必要があると認めるときは、関係行政機関の長に対

し、監視又は調査に必要な資料その他の資料の提出、

意見の開陳、説明その他必要な協力を求めることが

できる。

２　会議は、その所掌事務を遂行するために特に必

要があると認めるときは、前項に規定する者以外の

者に対しても、必要な協力を依頼することができる。

（政令への委任）

第 28 条　この章に定めるもののほか、会議の組織

及び議員その他の職員その他会議に関し必要な事項

は、政令で定める。 

附　則（平成 11 年 6 月 23 日法律第 78 号）　抄 

（施行期日）

第１条　この法律は、公布の日から施行する。 

（男女共同参画審議会設置法の廃止）

第２条　男女共同参画審議会設置法（平成９年法律

第７号）は、廃止する。 

附　則　（平成 11 年 7 月 16 日法律第 102 号）　抄 

（施行期日）

第１条　この法律は、内閣法の一部を改正する法律

（平成 11 年法律第 88 号）の施行の日から施行する。

ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各号に定め

る日から施行する。 

　　　　（施行の日＝平成 13 年１月６日） 

(1)　略 

(2)　附則第10条第１項及び第５項、第14条第３項、

第 23 条、第 28 条並びに第 30 条の規定　公布の日 

（委員等の任期に関する経過措置）

第 28 条　この法律の施行の日の前日において次に

掲げる従前の審議会その他の機関の会長、委員その

他の職員である者（任期の定めのない者を除く。）

の任期は、当該会長、委員その他の職員の任期を定

めたそれぞれの法律の規定にかかわらず、その日に

満了する。 

(1) から (10) まで　略 

(11)　男女共同参画審議会 

（別に定める経過措置）

第 30 条　第２条から前条までに規定するもののほ

か、この法律の施行に伴い必要となる経過措置は、

別に法律で定める。
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附　則　（平成 11 年 12 月 22 日法律第 160 号）　抄 

（施行期日）

第１条　この法律（第２条及び第３条を除く。）は、

平成 13 年１月６日から施行する。ただし、次の各

号に掲げる規定は、当該各号に定める日から施行す

る。

　　（以下略）
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配偶者からの暴力の防止及び被害者の保

護に関する法律
（平成 13 年４月 13 日法律第 31 号）

最終改正：平成 19 年７月 11 日法律第 113 号

目次

前文

第１章 総則（第１条・第２条）

第１章の２ 基本方針及び都道府県基本計画等（第

２条２・第２条の３）

第２章 配偶者暴力相談支援センター等（第３条―

第５条）

第３章 被害者の保護（第６条―第９条の２）

第４章 保護命令（第 10 条―第 22 条）

第５章 雑則（第 23 条―第 28 条）

第６章 罰則（第 29 条・第 30 条）

附則

　我が国においては、日本国憲法に個人の尊重と法

の下の平等がうたわれ、人権の擁護と男女平等の実

現に向けた取組が行われている。

　ところが、配偶者からの暴力は、犯罪となる行為

をも含む重大な人権侵害であるにもかかわらず、被

害者の救済が必ずしも十分に行われてこなかった。

また、配偶者からの暴力の被害者は、多くの場合女

性であり、経済的自立が困難である女性に対して配

偶者が暴力を加えることは、個人の尊厳を害し、男

女平等の実現の妨げとなっている。

　このような状況を改善し、人権の擁護と男女平等

の実現を図るためには、配偶者からの暴力を防止し、

被害者を保護するための施策を講ずることが必要で

ある。このことは、女性に対する暴力を根絶しよう

と努めている国際社会における取組にも沿うもので

ある。

　ここに、配偶者からの暴力に係る通報、相談、保護、

自立支援等の体制を整備することにより、配偶者か

らの暴力の防止及び被害者の保護を図るため、この

法律を制定する。

第１章 総則

（定義）

第１条 この法律において「配偶者からの暴力」と

は、配偶者からの身体に対する暴力（身体に対する

不法な攻撃であって生命又は身体に危害を及ぼすも

のをいう。以下同じ。）又はこれに準ずる心身に有

害な影響を及ぼす言動（以下この項において「身体

に対する暴力等」と総称する。）をいい、配偶者か

らの身体に対する暴力等を受けた後に、その者が離

婚をし、又はその婚姻が取り消された場合にあって

は、当該配偶者であった者から引き続き受ける身体

に対する暴力等を含むものとする。

２ この法律において「被害者」とは、配偶者から

の暴力を受けた者をいう。

３ この法律にいう「配偶者」には、婚姻の届出を

していないが事実上婚姻関係と同様の事情にある

者を含み、「離婚」には、婚姻の届出をしていない

が事実上婚姻関係と同様の事情にあった者が、事実

上離婚したと同様の事情に入ることを含むものとす

る。

（国及び地方公共団体の責務）

第２条 国及び地方公共団体は、配偶者からの暴力

を防止するとともに、被害者の自立を支援すること

を含め、その適切な保護を図る責務を有する。

第１章の２ 基本方針及び都道府県基本計画等

（基本方針）

第２条の２ 内閣総理大臣、国家公安委員会、法務

大臣及び厚生労働大臣（以下この条及び次条第５項

において「主務大臣」という。）は、配偶者からの

暴力の防止及び被害者の保護のための施策に関する

基本的な方針（以下この条並びに次条第１項及び第

３項において「基本方針」という。）を定めなけれ

ばならない。

２ 基本方針においては、次に掲げる事項につき、

次条第１項の都道府県基本計画及び同条第３項の市

町村基本計画の指針となるべきものを定めるものと

する。

( １) 配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に

関する基本的な事項

( ２) 配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護の
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ための施策の内容に関する事項

( ３) その他配偶者からの暴力の防止及び被害者の

保護のための施策の実施に関する重要事項

３ 主務大臣は、基本方針を定め、又はこれを変更

しようとするときは、あらかじめ、関係行政機関の

長に協議しなければならない。

４ 主務大臣は、基本方針を定め、又はこれを変更

したときは、遅滞なく、これを公表しなければなら

ない。

（都道府県基本計画等）

第２条の３ 都道府県は、基本方針に即して、当該

都道府県における配偶者からの暴力の防止及び被害

者の保護のための施策の実施に関する基本的な計画

（以下この条において「都道府県基本計画」という。）

を定めなければならない。

２ 都道府県基本計画においては、次に掲げる事項

を定めるものとする。

( １) 配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に

関する基本的な方針

( ２) 配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護の

ための施策の実施内容に関する事項

( ３) その他配偶者からの暴力の防止及び被害者の

保護のための施策の実施に関する重要事項

３ 市町村（特別区を含む。以下同じ。）は、基本方

針に即し、かつ、都道府県基本計画を勘案して、当

該市町村における配偶者からの暴力の防止及び被害

者の保護のための施策の実施に関する基本的な計画

（以下この条において「市町村基本計画」という。）

を定めるよう努めなければならない。

４ 都道府県又は市町村は、都道府県基本計画又は

市町村基本計画を定め、又は変更したときは、遅滞

なく、これを公表しなければならない。

５ 主務大臣は、都道府県又は市町村に対し、都道

府県基本計画又は市町村基本計画の作成のために必

要な助言その他の援助を行うよう努めなければなら

ない。

第２章 配偶者暴力相談支援センター等

（配偶者暴力相談支援センター）

第３条 都道府県は、当該都道府県が設置する婦人

相談所その他の適切な施設において、当該各施設が

配偶者暴力相談支援センターとしての機能を果たす

ようにするものとする。

２ 市町村は、当該市町村が設置する適切な施設に

おいて、当該各施設が配偶者暴力相談支援センター

としての機能を果たすようにするよう努めるものと

する。

３ 配偶者暴力相談支援センターは、配偶者からの

暴力の防止及び被害者の保護のため、次に掲げる業

務を行うものとする。

( １) 被害者に関する各般の問題について、相談に

応ずること又は婦人相談員若しくは相談を行う機関

を紹介すること。

( ２) 被害者の心身の健康を回復させるため、医学

的又は心理学的な指導その他の必要な指導を行うこ

と。

( ３) 被害者（被害者がその家族を同伴する場合に

あっては、被害者及びその同伴する家族。次号、第

６号、第５条及び第８条の３において同じ。）の緊

急時における安全の確保及び一時保護を行うこと。

( ４) 被害者が自立して生活することを促進するた

め、就業の促進、住宅の確保、援護等に関する制度

の利用等について、情報の提供、助言、関係機関と

の連絡調整その他の援助を行うこと。

( ５) 第４章に定める保護命令の制度の利用につい

て、情報の提供、助言、関係機関への連絡その他の

援助を行うこと。

( ６) 被害者を居住させ保護する施設の利用につい

て、情報の提供、助言、関係機関との連絡調整その

他の援助を行うこと。

４ 前項第３号の一時保護は、婦人相談所が、自ら

行い、又は厚生労働大臣が定める基準を満たす者に

委託して行うものとする。

５ 配偶者暴力相談支援センターは、その業務を行

うに当たっては、必要に応じ、配偶者からの暴力の

防止及び被害者の保護を図るための活動を行う民間

の団体との連携に努めるものとする。

（婦人相談員による相談等）

第４条 婦人相談員は、被害者の相談に応じ、必要

な指導を行うことができる。

（婦人保護施設における保護）
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第５条 都道府県は、婦人保護施設において被害者

の保護を行うことができる。

第３章 被害者の保護

（配偶者からの暴力の発見者による通報等）

第６条 配偶者からの暴力（配偶者又は配偶者であっ

た者からの身体に対する暴力に限る。以下この章に

おいて同じ。）を受けている者を発見した者は、そ

の旨を配偶者暴力相談支援センター又は警察官に通

報するよう努めなければならない。

２ 医師その他の医療関係者は、その業務を行うに

当たり、配偶者からの暴力によって負傷し又は疾病

にかかったと認められる者を発見したときは、その

旨を配偶者暴力相談支援センター又は警察官に通報

することができる。この場合において、その者の意

思を尊重するよう努めるものとする。

３ 刑法（明治 40 年法律第 45 号）の秘密漏示罪の

規定その他の守秘義務に関する法律の規定は、前２

項の規定により通報することを妨げるものと解釈し

てはならない。

４ 医師その他の医療関係者は、その業務を行うに

当たり、配偶者からの暴力によって負傷し又は疾病

にかかったと認められる者を発見したときは、その

者に対し、配偶者暴力相談支援センター等の利用に

ついて、その有する情報を提供するよう努めなけれ

ばならない。

（配偶者暴力相談支援センターによる保護について

の説明等）

第７条 配偶者暴力相談支援センターは、被害者に

関する通報又は相談を受けた場合には、必要に応じ、

被害者に対し、第３条第３項の規定により配偶者暴

力相談支援センターが行う業務の内容について説明

及び助言を行うとともに、必要な保護を受けること

を勧奨するものとする。

（警察官による被害の防止）

第８条 警察官は、通報等により配偶者からの暴力

が行われていると認めるときは、警察法（昭和 29

年法律第 162 号）、警察官職務執行法（昭和 23 年法

律第 136 号）その他の法令の定めるところにより、

暴力の制止、被害者の保護その他の配偶者からの暴

力による被害の発生を防止するために必要な措置を

講ずるよう努めなければならない。

（警察本部長等の援助）

第８条の２ 警視総監若しくは道府県警察本部長（道

警察本部の所在地を包括する方面を除く方面につい

ては、方面本部長。第 15 条第３項において同じ。）

又は警察署長は、配偶者からの暴力を受けている者

から、配偶者からの暴力による被害を自ら防止する

ための援助を受けたい旨の申出があり、その申出を

相当と認めるときは、当該配偶者からの暴力を受け

ている者に対し、国家公安委員会規則で定めるとこ

ろにより、当該被害を自ら防止するための措置の教

示その他配偶者からの暴力による被害の発生を防止

するために必要な援助を行うものとする。

（福祉事務所による自立支援）

第８条の３ 社会福祉法（昭和 26 年法律第 45 号）

に定める福祉に関する事務所（次条において「福祉

事務所」という。）は、生活保護法（昭和 25 年法律

第 144 号）、児童福祉法（昭和 22 年法律第 164 号）、

母子及び寡婦福祉法（昭和 39 年法律第 129 号）そ

の他の法令の定めるところにより、被害者の自立を

支援するために必要な措置を講ずるよう努めなけれ

ばならない。

（被害者の保護のための関係機関の連携協力）

第９条 配偶者暴力相談支援センター、都道府県警

察、福祉事務所等都道府県又は市町村の関係機関そ

の他の関係機関は、被害者の保護を行うに当たって

は、その適切な保護が行われるよう、相互に連携を

図りながら協力するよう努めるものとする。

（苦情の適切かつ迅速な処理）

第９条の２ 前条の関係機関は、被害者の保護に係

る職員の職務の執行に関して被害者から苦情の申出

を受けたときは、適切かつ迅速にこれを処理するよ

う努めるものとする。

第４章 保護命令

（保護命令）

第 10 条 被害者（配偶者からの身体に対する暴力又
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は生命等に対する脅迫（被害者の生命又は身体に対

し害を加える旨を告知してする脅迫をいう。以下こ

の章において同じ。）を受けた者に限る。以下この

章において同じ。）が、配偶者からの身体に対する

暴力を受けた者である場合にあっては配偶者からの

更なる身体に対する暴力（配偶者からの身体に対す

る暴力を受けた後に、被害者が離婚をし、又はその

婚姻が取り消された場合にあっては、当該配偶者で

あった者から引き続き受ける身体に対する暴力。第

12 条第１項第２号において同じ。）により、配偶者

からの生命等に対する脅迫を受けた者である場合に

あっては配偶者から受ける身体に対する暴力（配偶

者からの生命等に対する脅迫を受けた後に、被害

者が離婚をし、又はその婚姻が取り消された場合に

あっては、当該配偶者であった者から引き続き受け

る身体に対する暴力。同号において同じ。）により、

その生命又は身体に重大な危害を受けるおそれが大

きいときは、裁判所は、被害者の申立てにより、そ

の生命又は身体に危害が加えられることを防止する

ため、当該配偶者（配偶者からの身体に対する暴力

又は生命等に対する脅迫を受けた後に、被害者が離

婚をし、又はその婚姻が取り消された場合にあって

は、当該配偶者であった者。以下この条、同項第３

号及び第４号並びに第 18 条第１項において同じ。）

に対し、次の各号に掲げる事項を命ずるものとする。

ただし、第２号に掲げる事項については、申立ての

時において被害者及び当該配偶者が生活の本拠を共

にする場合に限る。

( １) 命令の効力が生じた日から起算して６月間、

被害者の住居（当該配偶者と共に生活の本拠として

いる住居を除く。以下この号において同じ。）その

他の場所において被害者の身辺につきまとい、又は

被害者の住居、勤務先その他その通常所在する場所

の付近をはいかいしてはならないこと。

( ２) 命令の効力が生じた日から起算して２月間、

被害者と共に生活の本拠としている住居から退去す

ること及び当該住居の付近をはいかいしてはならな

いこと。

２ 前項本文に規定する場合において、同項第１号

の規定による命令を発する裁判所又は発した裁判所

は、被害者の申立てにより、その生命又は身体に危

害が加えられることを防止するため、当該配偶者に

対し、命令の効力が生じた日以後、同号の規定によ

る命令の効力が生じた日から起算して６月を経過す

る日までの間、被害者に対して次の各号に掲げるい

ずれの行為もしてはならないことを命ずるものとす

る。

(１) 面会を要求すること。

( ２) その行動を監視していると思わせるような事

項を告げ、又はその知り得る状態に置くこと。

(３) 著しく粗野又は乱暴な言動をすること。

( ４) 電話をかけて何も告げず、又は緊急やむを得

ない場合を除き、連続して、電話をかけ、ファクシ

ミリ装置を用いて送信し、若しくは電子メールを送

信すること。

( ５) 緊急やむを得ない場合を除き、午後 10 時か

ら午前６時までの間に、電話をかけ、ファクシミリ

装置を用いて送信し、又は電子メールを送信するこ

と。

( ６) 汚物、動物の死体その他の著しく不快又は嫌

悪の情を催させるような物を送付し、又はその知り

得る状態に置くこと。

( ７) その名誉を害する事項を告げ、又はその知り

得る状態に置くこと。

( ８) その性的羞恥心を害する事項を告げ、若しく

はその知り得る状態に置き、又はその性的羞恥心を

害する文書、図画その他の物を送付し、若しくはそ

の知り得る状態に置くこと。

３ 第１項本文に規定する場合において、被害者が

その成年に達しない子（以下この項及び次項並びに

第 12 条第１項第３号において単に「子」という。）

と同居しているときであって、配偶者が幼年の子を

連れ戻すと疑うに足りる言動を行っていることその

他の事情があることから被害者がその同居している

子に関して配偶者と面会することを余儀なくされる

ことを防止するため必要があると認めるときは、第

１項第１号の規定による命令を発する裁判所又は発

した裁判所は、被害者の申立てにより、その生命又

は身体に危害が加えられることを防止するため、当

該配偶者に対し、命令の効力が生じた日以後、同号

の規定による命令の効力が生じた日から起算して６

月を経過する日までの間、当該子の住居（当該配偶

者と共に生活の本拠としている住居を除く。以下こ

の項において同じ。）、就学する学校その他の場所に

４０



おいて当該子の身辺につきまとい、又は当該子の住

居、就学する学校その他その通常所在する場所の付

近をはいかいしてはならないことを命ずるものとす

る。ただし、当該子が 15 歳以上であるときは、そ

の同意がある場合に限る。

４ 第１項本文に規定する場合において、配偶者が

被害者の親族その他被害者と社会生活において密接

な関係を有する者（被害者と同居している子及び配

偶者と同居している者を除く。以下この項及び次項

並びに第 12 条第１項第４号において「親族等」と

いう。）の住居に押し掛けて著しく粗野又は乱暴な

言動を行っていることその他の事情があることから

被害者がその親族等に関して配偶者と面会すること

を余儀なくされることを防止するため必要があると

認めるときは、第１項第１号の規定による命令を発

する裁判所又は発した裁判所は、被害者の申立てに

より、その生命又は身体に危害が加えられることを

防止するため、当該配偶者に対し、命令の効力が生

じた日以後、同号の規定による命令の効力が生じた

日から起算して６月を経過する日までの間、当該親

族等の住居（当該配偶者と共に生活の本拠としてい

る住居を除く。以下この項において同じ。）その他

の場所において当該親族等の身辺につきまとい、又

は当該親族等の住居、勤務先その他その通常所在す

る場所の付近をはいかいしてはならないことを命ず

るものとする。

５ 前項の申立ては、当該親族等（被害者の 15 歳未

満の子を除く。以下この項において同じ。）の同意

（当該親族等が 15 歳未満の者又は成年被後見人であ

る場合にあっては、その法定代理人の同意）がある

場合に限り、することができる。

（管轄裁判所）

第 11 条 前条第１項の規定による命令の申立てに係

る事件は、相手方の住所（日本国内に住所がないと

き又は住所が知れないときは居所）の所在地を管轄

する地方裁判所の管轄に属する。

２ 前条第１項の規定による命令の申立ては、次の

各号に掲げる地を管轄する地方裁判所にもすること

ができる。

(１) 申立人の住所又は居所の所在地

( ２) 当該申立てに係る配偶者からの身体に対する

暴力又は生命等に対する脅迫が行われた地

（保護命令の申立て）

第 12 条 第 10 条第１項から第４項までの規定によ

る命令（以下「保護命令」という。）の申立ては、

次に掲げる事項を記載した書面でしなければならな

い。

( １) 配偶者からの身体に対する暴力又は生命等に

対する脅迫を受けた状況

( ２) 配偶者からの更なる身体に対する暴力又は配

偶者からの生命等に対する脅迫を受けた後の配偶者

から受ける身体に対する暴力により、生命又は身体

に重大な危害を受けるおそれが大きいと認めるに足

りる申立ての時における事情

( ３) 第 10 条第３項の規定による命令の申立てを

する場合にあっては、被害者が当該同居している子

に関して配偶者と面会することを余儀なくされるこ

とを防止するため当該命令を発する必要があると認

めるに足りる申立ての時における事情

( ４) 第 10 条第四項の規定による命令の申立てを

する場合にあっては、被害者が当該親族等に関して

配偶者と面会することを余儀なくされることを防止

するため当該命令を発する必要があると認めるに足

りる申立ての時における事情

( ５) 配偶者暴力相談支援センターの職員又は警察

職員に対し、前各号に掲げる事項について相談し、

又は援助若しくは保護を求めた事実の有無及びその

事実があるときは、次に掲げる事項

イ 当該配偶者暴力相談支援センター又は当該警察

職員の所属官署の名称

ロ 相談し、又は援助若しくは保護を求めた日時及

び場所

ハ 相談又は求めた援助若しくは保護の内容

ニ 相談又は申立人の求めに対して執られた措置の

内容

２ 前項の書面（以下「申立書」という。）に同項第

５号イからニまでに掲げる事項の記載がない場合に

は、申立書には、同項第１号から４号までに掲げる

事項についての申立人の供述を記載した書面で公証

人法（明治 41 年法律第 53 号）第 58 条ノ２第１項

の認証を受けたものを添付しなければならない。
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（迅速な裁判）

第 13 条 裁判所は、保護命令の申立てに係る事件に

ついては、速やかに裁判をするものとする。

（保護命令事件の審理の方法）

第 14 条 保護命令は、口頭弁論又は相手方が立ち会

うことができる審尋の期日を経なければ、これを発

することができない。ただし、その期日を経ること

により保護命令の申立ての目的を達することができ

ない事情があるときは、この限りでない。

２ 申立書に第 12 条第１項第５号イからニまでに掲

げる事項の記載がある場合には、裁判所は、当該配

偶者暴力相談支援センター又は当該所属官署の長に

対し、申立人が相談し又は援助若しくは保護を求め

た際の状況及びこれに対して執られた措置の内容を

記載した書面の提出を求めるものとする。この場合

において、当該配偶者暴力相談支援センター又は当

該所属官署の長は、これに速やかに応ずるものとす

る。

３ 裁判所は、必要があると認める場合には、前項

の配偶者暴力相談支援センター若しくは所属官署の

長又は申立人から相談を受け、若しくは援助若しく

は保護を求められた職員に対し、同項の規定により

書面の提出を求めた事項に関して更に説明を求める

ことができる。

（保護命令の申立てについての決定等）

第 15 条 保護命令の申立てについての決定には、理

由を付さなければならない。ただし、口頭弁論を経

ないで決定をする場合には、理由の要旨を示せば足

りる。

２ 保護命令は、相手方に対する決定書の送達又は

相手方が出頭した口頭弁論若しくは審尋の期日にお

ける言渡しによって、その効力を生ずる。

３ 保護命令を発したときは、裁判所書記官は、速

やかにその旨及びその内容を申立人の住所又は居所

を管轄する警視総監又は道府県警察本部長に通知す

るものとする。

４ 保護命令を発した場合において、申立人が配偶

者暴力相談支援センターの職員に対し相談し、又は

援助若しくは保護を求めた事実があり、かつ、申立

書に当該事実に係る第 12 条第１項第５号イからニ

までに掲げる事項の記載があるときは、裁判所書記

官は、速やかに、保護命令を発した旨及びその内容

を、当該申立書に名称が記載された配偶者暴力相談

支援センター（当該申立書に名称が記載された配偶

者暴力相談支援センターが２以上ある場合にあって

は、申立人がその職員に対し相談し、又は援助若し

くは保護を求めた日時が最も遅い配偶者暴力相談支

援センター）の長に通知するものとする。

５ 保護命令は、執行力を有しない。

（即時抗告）

第 16 条 保護命令の申立てについての裁判に対して

は、即時抗告をすることができる。

２ 前項の即時抗告は、保護命令の効力に影響を及

ぼさない。

３ 即時抗告があった場合において、保護命令の取

消しの原因となることが明らかな事情があることに

つき疎明があったときに限り、抗告裁判所は、申立

てにより、即時抗告についての裁判が効力を生ずる

までの間、保護命令の効力の停止を命ずることがで

きる。事件の記録が原裁判所に存する間は、原裁判

所も、この処分を命ずることができる。

４ 前項の規定により第 10 条第１項第１号の規定に

よる命令の効力の停止を命ずる場合において、同条

第２項から第４項までの規定による命令が発せられ

ているときは、裁判所は、当該命令の効力の停止を

も命じなければならない。

５ 前２項の規定による裁判に対しては、不服を申

し立てることができない。

６ 抗告裁判所が第 10 条第１項第１号の規定による

命令を取り消す場合において、同条第２項から第４

項までの規定による命令が発せられているときは、

抗告裁判所は、当該命令をも取り消さなければなら

ない。

７ 前条第４項の規定による通知がされている保護

命令について、第３項若しくは第４項の規定により

その効力の停止を命じたとき又は抗告裁判所がこれ

を取り消したときは、裁判所書記官は、速やかに、

その旨及びその内容を当該通知をした配偶者暴力相

談支援センターの長に通知するものとする。

８ 前条第３項の規定は、第３項及び第４項の場合

並びに抗告裁判所が保護命令を取り消した場合につ
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いて準用する。

（保護命令の取消し）

第 17 条 保護命令を発した裁判所は、当該保護命令

の申立てをした者の申立てがあった場合には、当該

保護命令を取り消さなければならない。第 10 条第

１項第１号又は第２項から第４項までの規定による

命令にあっては同号の規定による命令が効力を生じ

た日から起算して３月を経過した後において、同条

第１項第２号の規定による命令にあっては当該命令

が効力を生じた日から起算して２週間を経過した後

において、これらの命令を受けた者が申し立て、当

該裁判所がこれらの命令の申立てをした者に異議が

ないことを確認したときも、同様とする。

２ 前条第６項の規定は、第 10 条第１項第１号の規

定による命令を発した裁判所が前項の規定により当

該命令を取り消す場合について準用する。

３ 第 15 条第３項及び前条第７項の規定は、前２項

の場合について準用する。

（第 10 条第１項第２号の規定による命令の再度の申

立て）

第 18 条 第十条第１項第２号の規定による命令が発

せられた後に当該発せられた命令の申立ての理由と

なった身体に対する暴力又は生命等に対する脅迫と

同一の事実を理由とする同号の規定による命令の再

度の申立てがあったときは、裁判所は、配偶者と共

に生活の本拠としている住居から転居しようとする

被害者がその責めに帰することのできない事由によ

り当該発せられた命令の効力が生ずる日から起算し

て２月を経過する日までに当該住居からの転居を完

了することができないことその他の同号の規定によ

る命令を再度発する必要があると認めるべき事情が

あるときに限り、当該命令を発するものとする。た

だし、当該命令を発することにより当該配偶者の生

活に特に著しい支障を生ずると認めるときは、当該

命令を発しないことができる。

２ 前項の申立てをする場合における第 12 条の規定

の適用については、同条第１項各号列記以外の部分

中「次に掲げる事項」とあるのは「第１号、第２号

及び第５号に掲げる事項並びに第 18 条第１項本文

の事情」と、同項第５号中「前各号に掲げる事項」

とあるのは「第１号及び第２号に掲げる事項並びに

第 18 条第１項本文の事情」と、同条第２項中「同

項第１号から第４号までに掲げる事項」とあるのは

「同項第１号及び第２号に掲げる事項並びに第 18 条

第１項本文の事情」とする。

（事件の記録の閲覧等）

第 19 条 保護命令に関する手続について、当事者は、

裁判所書記官に対し、事件の記録の閲覧若しくは謄

写、その正本、謄本若しくは抄本の交付又は事件に

関する事項の証明書の交付を請求することができ

る。ただし、相手方にあっては、保護命令の申立て

に関し口頭弁論若しくは相手方を呼び出す審尋の期

日の指定があり、又は相手方に対する保護命令の送

達があるまでの間は、この限りでない。

（法務事務官による宣誓認証）

第 20 条 法務局若しくは地方法務局又はその支局の

管轄区域内に公証人がいない場合又は公証人がその

職務を行うことができない場合には、法務大臣は、

当該法務局若しくは地方法務局又はその支局に勤務

する法務事務官に第 12 条第２項（第 18 条第２項の

規定により読み替えて適用する場合を含む。）の認

証を行わせることができる。

（民事訴訟法の準用）

第 21 条 この法律に特別の定めがある場合を除き、

保護命令に関する手続に関しては、その性質に反し

ない限り、民事訴訟法（平成８年法律第 109 号）の

規定を準用する。

（最高裁判所規則）

第 22 条 この法律に定めるもののほか、保護命令に

関する手続に関し必要な事項は、最高裁判所規則で

定める。

第５章 雑則

（職務関係者による配慮等）

第 23 条 配偶者からの暴力に係る被害者の保護、捜

査、裁判等に職務上関係のある者（次項において「職

務関係者」という。）は、その職務を行うに当たり、

被害者の心身の状況、その置かれている環境等を踏
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まえ、被害者の国籍、障害の有無等を問わずその人

権を尊重するとともに、その安全の確保及び秘密の

保持に十分な配慮をしなければならない。

２ 国及び地方公共団体は、職務関係者に対し、被

害者の人権、配偶者からの暴力の特性等に関する理

解を深めるために必要な研修及び啓発を行うものと

する。

（教育及び啓発）

第 24 条 国及び地方公共団体は、配偶者からの暴力

の防止に関する国民の理解を深めるための教育及び

啓発に努めるものとする。

（調査研究の推進等）

第 25 条 国及び地方公共団体は、配偶者からの暴力

の防止及び被害者の保護に資するため、加害者の更

生のための指導の方法、被害者の心身の健康を回復

させるための方法等に関する調査研究の推進並びに

被害者の保護に係る人材の養成及び資質の向上に努

めるものとする。

（民間の団体に対する援助）

第 26 条 国及び地方公共団体は、配偶者からの暴力

の防止及び被害者の保護を図るための活動を行う民

間の団体に対し、必要な援助を行うよう努めるもの

とする。

（都道府県及び市の支弁）

第 27 条 都道府県は、次の各号に掲げる費用を支弁

しなければならない。

( １) 第３条第３項の規定に基づき同項に掲げる業

務を行う婦人相談所の運営に要する費用（次号に掲

げる費用を除く。）

( ２) 第３条第３項第３号の規定に基づき婦人相談

所が行う一時保護（同条第４項に規定する厚生労働

大臣が定める基準を満たす者に委託して行う場合を

含む。）に要する費用

( ３) 第４条の規定に基づき都道府県知事の委嘱す

る婦人相談員が行う業務に要する費用

(４) 第５条の規定に基づき都道府県が行う保護（市

町村、社会福祉法人その他適当と認める者に委託し

て行う場合を含む。）及びこれに伴い必要な事務に

要する費用

２ 市は、第４条の規定に基づきその長の委嘱する

婦人相談員が行う業務に要する費用を支弁しなけれ

ばならない。

（国の負担及び補助）

第 28 条 国は、政令の定めるところにより、都道府

県が前条第１項の規定により支弁した費用のうち、

同項第１号及び第２号に掲げるものについては、そ

の 10 分の５を負担するものとする。

２ 国は、予算の範囲内において、次の各号に掲げ

る費用の 10 分の５以内を補助することができる。

( １) 都道府県が前条第１項の規定により支弁した

費用のうち、同項第３号及び第４号に掲げるもの

(２) 市が前条第２項の規定により支弁した費用

第６章 罰則

第 29 条 保護命令に違反した者は、１年以下の懲役

又は 100 万円以下の罰金に処する。

第 30 条 第 12 条第１項（第 18 条第２項の規定によ

り読み替えて適用する場合を含む。）の規定により

記載すべき事項について虚偽の記載のある申立書に

より保護命令の申立てをした者は、10 万円以下の

過料に処する。

附 則〔抄〕

（施行期日）

第１条 この法律は、公布の日から起算して６月を

経過した日から施行する。ただし、第２章、第６条

（配偶者暴力相談支援センターに係る部分に限る。）、

第７条、第９条（配偶者暴力相談支援センターに係

る部分に限る。）、第 27 条及び第 28 条の規定は、平

成 14 年４月１日から施行する。

（経過措置）

第２条 平成 14 年３月 31 日までに婦人相談所に対

し被害者が配偶者からの身体に対する暴力に関して

相談し、又は援助若しくは保護を求めた場合におけ

る当該被害者からの保護命令の申立てに係る事件に

関する第 12 条第１項第４号並びに第 14 条第２項及

び第３項の規定の適用については、これらの規定中

「配偶者暴力相談支援センター」とあるのは、「婦人
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相談所」とする。

（検討）

第３条 この法律の規定については、この法律の施

行後３年を目途として、この法律の施行状況等を勘

案し、検討が加えられ、その結果に基づいて必要な

措置が講ぜられるものとする。

附 則〔平成 16 年法律第 64 号〕

（施行期日）

第１条 この法律は、公布の日から起算して６月を

経過した日から施行する。

（経過措置）

第２条 この法律の施行前にしたこの法律による改

正前の配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に

関する法律（次項において「旧法」という。）第 10

条の規定による命令の申立てに係る同条の規定によ

る命令に関する事件については、なお従前の例によ

る。

２ 旧法第 10 条第２号の規定による命令が発せられ

た後に当該命令の申立ての理由となった身体に対す

る不法な攻撃であって生命又は身体に危害を及ぼす

ものと同一の事実を理由とするこの法律による改正

後の配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関

する法律（以下「新法」という。）第 10 条第１項第

２号の規定による命令の申立て（この法律の施行後

最初にされるものに限る。）があった場合における

新法第 18 条第１項の規定の適用については、同項

中「２月」とあるのは、「２週間」とする。

（検討）

第３条 新法の規定については、この法律の施行後

３年を目途として、新法の施行状況等を勘案し、検

討が加えられ、その結果に基づいて必要な措置が講

ぜられるものとする。

附 則〔平成 19 年法律第 113 号〕〔抄〕

（施行期日）

第１条 この法律は、公布の日から起算して６月を

経過した日から施行する。

（経過措置）

第２条 この法律の施行前にしたこの法律による改

正前の配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に

関する法律第 10 条の規定による命令の申立てに係

る同条の規定による命令に関する事件については、

なお従前の例による。
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愛媛県男女共同参画推進条例
平成 14 年３月 26 日

条例第 10 号

改正平成 16 年 12 月 24 日条例第 47 号

愛媛県男女共同参画推進条例を次のように公布す

る。

愛媛県男女共同参画推進条例

目次

前文

第１章　総則（第１条―第８条）

第２章　男女共同参画の推進に関する基本的施策

（第９条―第 16 条）

第３章　男女共同参画を推進するための体制（第

17 条―第 23 条）

第４章　苦情等の処理（第 24 条・第 25 条）

第５章　愛媛県男女共同参画会議（第 26 条）

第６章　雑則（第 27 条）

附則

　我が国では、日本国憲法に個人の尊重と法の下の

平等がうたわれ、国際社会の取組と連動して、男女

平等の実現に向けて法制度の整備を中心とした各種

の取組がなされてきた。

　愛媛県においても、国際社会や国内の動向を踏ま

えつつ、女性の地位向上と社会参加の促進に向けた

様々な取組が進められてきたが、性別による固定的

及び差別的な役割分担意識やそれに基づく慣行は、

依然として社会に根強く残っており、性に起因する

暴力や不利益な取扱いなど男女平等の実現を阻む多

くの課題が各分野に存在している。

　一方、少子高齢化の急速な進展などの社会環境の

大きな変化に対応し、豊かで活力ある社会を築いて

いくためには、男女が、性別にかかわりなく、その

個性と能力を発揮して、社会のあらゆる分野に対等

な構成員として参画し、共に責任を分かち合う男女

共同参画社会を実現することが重要かつ緊急の課題

となっている。

　このため、男女の人権が共に尊重される社会づく

りを基礎として、性別による役割分担意識の解消を

図り、併せてそれに基づく社会慣行を是正するとと

もに、政策又は方針の決定過程に共同して参画する

機会の拡大や家庭生活における活動とその他の活動

との両立の支援などの取組を総合的かつ計画的に進

めていく必要がある。

　このような現状にかんがみ、男女共同参画社会基

本法の趣旨を踏まえ、農林水産業の従事者が多いこ

となどの愛媛県の地域特性に配慮しつつ、県民、事

業者、市町及び国との連携と協働の下に、男女共同

参画社会の早期の実現を目指すことを決意し、この

条例を制定する。

第１章　総則

（目的）

第１条　この条例は、男女共同参画の推進に関し、

基本理念を定め、県、県民及び事業者の責務を明ら

かにするとともに、県の施策の基本となる事項を定

めることにより、男女共同参画を総合的かつ計画的

に推進し、もって男女共同参画社会を実現すること

を目的とする。

（定義）

第２条　この条例において、次の各号に掲げる用語

の意義は、当該各号に定めるところによる。

( １)　男女共同参画　男女が、社会の対等な構成

員として、自らの意思によって社会のあらゆる分野

における活動に参画する機会が確保され、もって男

女が均等に政治的、経済的、社会的及び文化的利益

を享受することができ、かつ、共に責任を担うこと

をいう。

( ２)　積極的改善措置　前号に規定する機会に係

る男女間の格差を改善するため必要な範囲内におい

て、男女のいずれか一方に対し、当該機会を積極的

に提供することをいう。

(３)　セクシュアル・ハラスメント　他の者に対し、

その意に反する性的な言動をとることにより当該者

の生活、教育、就業等における環境を害すること又

は性的な言動を受けた者の対応により当該者に不利

益を与えることをいう。

( ４)　ドメスティック・バイオレンス　夫婦間、

恋愛関係にある男女間その他親密な関係にある男女

間で行われる暴力的行為（身体的な苦痛又は著しい
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精神的な苦痛を与える行為をいう。以下同じ。）を

いう。

（基本理念）

第３条　男女共同参画は、男女の個人としての尊厳

が重んぜられること、男女が直接的にも間接的にも

性別による差別的取扱いを受けないこと、男女が共

に社会的文化的に形成された性別による固定的な役

割分担意識にとらわれず個人として能力を発揮する

機会が確保されることその他の男女の人権が尊重さ

れることを旨として、推進されなければならない。

２　男女共同参画の推進に当たっては、社会におけ

る制度又は慣行が、性別による固定的な役割分担等

を反映して、男女の社会における活動の選択に対し

て中立でない影響を及ぼすことがないように配慮さ

れなければならない。

３　男女共同参画は、男女が、社会の対等な構成員

として、県その他の団体における施策又は方針の立

案及び決定に共同して参画する機会が確保されるこ

とを旨として、推進されなければならない。

４　男女共同参画は、家族を構成する男女が、相互

の協力と社会の支援の下に、子の養育、家族の介護

その他の家庭生活における活動について家族の一員

としての責務を円滑に果たし、かつ、当該活動と家

庭以外の職域、学校、地域その他の社会のあらゆる

分野における活動とを両立して行うことができるよ

うにすることを旨として、推進されなければならな

い。

５　男女共同参画は、経済活動の分野において、男

女が均等な就業環境の下で、労働、生産、経営等に

協働して取り組むことを旨として、推進されなけれ

ばならない。

６　男女共同参画は、学校教育及び生涯にわたる社

会教育の分野において、主体的に学び、考え、及び

行動することのできる自立の精神と男女平等の意識

が育まれることを旨として、推進されなければなら

ない。

７　男女共同参画は、生涯にわたる妊娠、出産その

他の性及び生殖に関する事項に関し、自らの決定が

尊重されること及び健康な生活を営むことについて

配慮されることを旨として、推進されなければなら

ない。

８　男女共同参画の推進が国際社会における取組と

密接な関係を有していることにかんがみ、男女共同

参画は、広く世界に向けた視野に立って推進されな

ければならない。

（県の責務）

第４条　県は、前条に定める基本理念（以下「基本

理念」という。）にのっとり、男女共同参画の推進

に関する施策（積極的改善措置を含む。以下同じ。）

を総合的に策定し、及び実施する責務を有する。

２　県は、男女共同参画の推進に関する施策につい

て、県民、事業者、市町及び国と相互に連携して取

り組むよう努めるものとする。

（県民の責務）

第５条　県民は、家庭、職域、学校、地域その他の

社会のあらゆる分野において、基本理念にのっとり、

男女共同参画の推進に努めなければならない。

２　県民は、県が実施する男女共同参画の推進に関

する施策に積極的に協力するよう努めなければなら

ない。

（事業者の責務）

第６条　事業者は、基本理念にのっとり、男女が職

域における活動に対等に参画する機会の確保に努め

るとともに、職業生活における活動と家庭生活にお

ける活動その他の活動とを両立して行うことができ

る就業環境を整備するよう努めなければならない。

２　事業者は、事業活動において、男女共同参画の

推進に寄与するよう努めなければならない。

３　事業者は、県が実施する男女共同参画の推進に

関する施策に積極的に協力するよう努めなければな

らない。

（性別による権利侵害等の禁止）

第７条　何人も、家庭、職域、学校、地域その他の

社会のあらゆる分野において、性別を理由として直

接的にも間接的にも差別的な取扱いをしてはならな

い。

２　何人も、家庭、職域、学校、地域その他の社会

のあらゆる分野において、セクシュアル・ハラスメ

ントを行ってはならない。
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３　何人も、家庭、職域、学校、地域その他の社会

のあらゆる分野において、ドメスティック・バイオ

レンスを始めとする男女共同参画を阻害する暴力的

行為を行ってはならない。

４　県は、前３項の規定に違反する行為による被害

を受けた者に対し、必要に応じた支援を行うものと

する。

（情報の公表に際しての留意）

第８条　何人も、情報を公表するに当たっては、性

別による差別若しくは固定的な役割分担又は異性に

対する暴力的行為を助長し、又は連想させる表現を

行わないよう努めなければならない。

２　何人も、不特定多数の者に表示する情報におい

て過度の性的な表現を行わないよう努めなければな

らない。

第２章　男女共同参画の推進に関する基本的施策

（基本計画）

第９条　知事は、男女共同参画の推進に関する施策

を総合的かつ計画的に推進するため、男女共同参画

の推進に関する基本的な計画（以下「基本計画」と

いう。）を策定するものとする。

２　基本計画は、次に掲げる事項について定めるも

のとする。

( １)　総合的かつ長期的に講ずべき男女共同参画

の推進に関する施策の大綱

( ２)　前号に掲げるもののほか、男女共同参画の

推進に関する施策を総合的かつ計画的に推進するた

めに必要な事項

３　知事は、基本計画を策定するに当たっては、あ

らかじめ、広く県民の意見を聴くとともに、愛媛県

男女共同参画会議に諮問するものとする。

４　知事は、基本計画を策定したときは、速やかに

これを公表するものとする。

５　前２項の規定は、基本計画の変更について準用

する。

（積極的改善措置）

第 10 条　県は、県民、事業者及び市町が積極的改

善措置を講ずるために必要な情報の提供、相談、助

言その他の支援を行うものとする。

２　県は、審議会等の附属機関その他これに準ずる

ものの構成員を委嘱し、又は任命する場合は、積極

的改善措置を講ずることにより男女の構成員数の均

衡を図るよう努めるものとする。

（農林水産業等の分野における環境整備）

第 11 条　県は、農林水産業及び自営の商工業等の

分野において、男女が主体的に能力を十分に発揮し、

対等な構成員として経営その他方針の立案及び決定

の場に参画する機会が確保される社会を実現するた

め、家庭、職域及び地域における性別による固定的

な役割分担意識の解消その他の必要な環境整備を行

うものとする。

（調査研究）

第 12 条　県は、男女共同参画の推進に関する施策

を策定し、及び実施するために必要な調査研究を行

うものとする。

（広報活動及び教育分野における措置）

第 13 条　県は、広報活動等の充実により、男女共

同参画に関する県民及び事業者その他の民間の団体

（以下「県民等」という。）の関心と理解を深めるよ

う努めるとともに、学校教育及び社会教育の分野に

おいて、男女共同参画を推進するために必要な措置

を講ずるものとする。

（県民等に対する支援）

第 14 条　県は、県民等が行う男女共同参画の推進

に関する活動を支援するため、情報の提供その他の

必要な措置を講ずるものとする。

（施策の策定等に当たっての配慮）

第 15 条　県は、男女共同参画社会の実現に影響を

及ぼすと認められる施策を策定し、及び実施するに

当たっては、男女共同参画の推進に配慮するものと

する。

（年次報告）

第 16 条　知事は、毎年、男女共同参画の推進の状

況及び男女共同参画の推進に関する施策の実施の状

況を明らかにした報告書を作成し、及び公表するも
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のとする。

第３章　男女共同参画を推進するための体制

（財政上の措置等）

第 17 条　県は、男女共同参画を推進するために必

要な財政上の措置その他の措置を講ずるものとす

る。

（総合的な拠点施設の設置）

第 18 条　県は、男女共同参画の推進に関する施策

を実施し、並びに県民等及び市町による男女共同参

画の取組を支援するための総合的な拠点施設を設置

するものとする。

（県と市町との協働）

第 19 条　県は、市町が行う男女共同参画の推進に

関する基本的な計画の策定及び市町が実施する男女

共同参画の推進に関する施策を支援するため、情報

の提供、技術的な助言その他の必要な措置を講ずる

ものとする。

２　県は、市町に対し、県と協働して男女共同参画

の推進に関する施策を実施すること及び県が実施す

る男女共同参画の推進に関する施策に協力すること

を求めるものとする。

（事業者からの報告等）

第 20 条　知事は、男女共同参画の推進に関し必要

があると認める場合は、事業者に対し、男女共同参

画の状況その他の必要な事項について報告を求める

ことができる。

２　知事は、前項の報告により把握した男女共同参

画の状況その他の事項を取りまとめ、公表すること

ができる。

３　知事は、第１項の報告に基づき、事業者に対し、

情報の提供、助言その他の必要な措置を講ずること

ができる。

（県民等からの意見の申出）

第 21 条　県民等は、男女共同参画の推進に必要な

事項に関し、知事に対し、意見を申し出ることがで

きる。

２　知事は、前項の申出を受けた場合において、必

要があると認めるときは、関係機関と連携し、適切

な措置を講ずるものとする。

（男女共同参画推進週間）

第 22 条　男女共同参画の推進について、県民等の

関心と理解を深めるとともに、男女共同参画の推進

に関する活動が積極的に行われるようにするため、

男女共同参画推進週間を設ける。

２　男女共同参画推進週間は、６月 17 日から 23 日

までとする。

（推進体制の整備）

第23条　第17条から前条までに定めるもののほか、

県は、男女共同参画の推進に関する施策を総合的か

つ効果的に実施するために必要な推進体制を整備す

るものとする。

第４章　苦情等の処理

（愛媛県男女共同参画推進委員）

第 24 条　県民等からの次条第１項の申出を適切か

つ迅速に処理するため、愛媛県男女共同参画推進委

員（以下「推進委員」という。）を置く。

２　推進委員の数は、３人以内とする。

３　推進委員は、男女共同参画の推進に関し識見を

有する者のうちから、知事が委嘱する。

４　推進委員の任期は、２年とする。ただし、補欠

の推進委員の任期は、前任者の残任期間とする。

５　知事は、推進委員が次の各号のいずれかに該当

する場合を除き、その意に反して罷免することがで

きない。

( １)　心身の故障のため職務の執行ができないと

認めるとき。

( ２)　職務上の義務違反その他推進委員たるに適

しない非行があると認めるとき。

６　第２項から前項までに定めるもののほか、推進

委員に関し必要な事項は、知事が定める。

（苦情及び人権侵害の申出）

第 25 条　県民等は、次に掲げる場合には、推進委

員にその旨及び改善すべきとする事項を申し出るこ

とができる。

( １)　県が実施する男女共同参画の推進に関する
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施策又は男女共同参画の推進に影響を及ぼすと認め

られる施策（以下「県の施策」という。）について

苦情がある場合

( ２)　性別による差別的取扱いその他の男女共同

参画の推進を阻害する要因による人権の侵害が生じ

た場合

２　推進委員は、前項の申出があった場合は、次の

各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める事務を

行う。

(１)　前項第１号に掲げる場合における申出があっ

たとき、必要に応じて、県の施策を行う機関に対し、

説明を求め、その保有する関係書類その他の記録を

閲覧し、又はその写しの提出を求め、必要があると

認めるときは、当該機関に是正その他の措置をとる

よう勧告等を行うこと。

(２)　前項第２号に掲げる場合における申出があっ

たとき、必要に応じて、関係者に対し、その協力を

得た上で資料の提出及び説明を求め、必要があると

認めるときは、当該関係者に助言、是正の要望等を

行うこと。

３　前項第１号の勧告等を受けた機関は、当該勧告

等に適切かつ迅速に対応するとともに、その状況を

速やかに推進委員に報告するものとする。

４　推進委員は、第２項第２号の助言、是正の要望

等を行った関係者に対し、当該助言、是正の要望

等への対応の状況について報告を求めることができ

る。

５　推進委員は、第２項に規定する事務の処理の状

況及び前２項の規定により報告を受けた対応の状況

について、必要に応じて関係する県の機関その他の

機関に通知するとともに、個人に関する情報の保護

に十分配慮した上で、公表するものとする。

第５章　愛媛県男女共同参画会議

第 26 条　男女共同参画の推進に関し、次に掲げる

事務を行わせるため、愛媛県男女共同参画会議（以

下「参画会議」という。）を置く。

( １)　男女共同参画の推進に関する基本的かつ総

合的な政策及び重要事項を審議すること。

( ２)　男女共同参画の推進に関する施策の実施の

状況について、必要に応じて、調査し、及び知事に

意見を述べること。

２　参画会議は、委員 21 人以内で組織する。

３　委員は、男女共同参画の推進に関し学識経験の

ある者その他適当と認める者のうちから、知事が委

嘱し、又は任命する。

４　第 24 条第４項の規定は、委員について準用す

る。

５　第２項から前項までに定めるもののほか、参画

会議の組織及び運営に関し必要な事項は、知事が定

める。

第６章　雑則

（委任）

第 27 条　この条例に定めるもののほか、この条例

の施行に関し必要な事項は、知事が定める。

附　則

この条例は、平成 14 年４月１日から施行する。た

だし、第４章の規定は、同年 10 月１日から施行する。

附　則（平成 16 年 12 月 24 日条例第 47 号抄）

（施行期日）

１　この条例は、平成 17 年１月 16 日から施行する。

（後略）
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四国中央市男女共同参画計画検討委員会

要綱
平成 21 年３月９日

告示第 25 号

（設置）

第１条 男女共同参画社会の実現を目指し、四国中

央市男女共同参画計画（以下「計画」という。）を

策定するため、四国中央市男女共同参画計画検討委

員会（以下「委員会」いう。）を設置する。

（所掌事務）

第２条 委員会は、計画の策定に関する事項を所掌

する。

（組織）

第３条 委員会は、10 人以内で組織する。

２ 委員会の委員（以下「委員」という。）は、次に

掲げる者のうちから市長が委嘱する。

(1)　学識経験者

(2)　各種団体の代表者

(3)　公募による市民

（任期）

第４条 委員の任期は、委嘱の日から計画の策定が

あった日までとする。

（会長及び副会長）

第５条 委員会に会長及び副会長を置く。

２ 会長及び副会長は、委員の互選により定める。

３ 会長は、委員会を代表し、会務を総理する。

４ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるとき、

又は会長が欠けたときは、その職務を代理する。

（会議）

第６条 委員会の会議（以下「会議」という。）は、

会長が招集し、その議長となる。

２ 会議は、委員の過半数が出席しなければ開くこ

とができない。

３ 会長は、必要があると認めるときは、会議に委

員以外の者の出席を求め、説明若しくは意見を聴き、

又は資料の提出を求めることができる。

（庶務）

第７条 委員会の庶務は、男女共同参画担当課にお

いて処理する。

（その他）

第８条 この告示に定めるもののほか、委員会に関

し必要な事項は、会長が委員会に諮って定める。

 　　附 則

（施行期日）

１ この告示は、告示の日から施行する。

（招集の特例）

２ この告示の施行の日以後最初に開かれる会議は、

第６条第１項の規定にかかわらず、市長が招集する。
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　　　　　　四国中央市男女共同参画計画検討委員会　委員名簿 

 　　　　　　　（敬称略）

氏名 所属等

会　長 宮﨑　節夫 学識経験者

副会長 園尾　和季 四国中央人権擁護委員協議会　

委　員 井川　和子 ＪＡうま　女性部　

委　員 加地　令子 四国中央市国際交流協会　

委　員 篠原　正博 四国中央商工会議所　

委　員 鈴木千代子 四国中央市連合婦人会　

委　員 髙橋喜美子 緑ヶ丘幼稚園

委　員 髙橋壽々子 四国中央市民生児童委員協議会

委　員 髙原　茂 特定非営利活動法人　にっこりーの

委　員 星川　将一（社）法皇青年会議所　

　　　　　　　（会長、副会長を除く委員は五十音順）
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「四国中央市男女共同参画に関するアンケート」結果集計票　（単位：％）

（調査方法）　　①調査地域：四国中央市全域　②調査対象：市内在住の20歳以上の男女2,000人、
③抽出方法：住民基本台帳による無作為抽出　④調査方法：郵便及び職員により
配布、返信用封筒にて回収　⑤調査期間：平成20年10月9日～10月30日

（回収結果）
回答数 比率

男性 354 41.90%
女性 490 58.10%
合計 844 100%
（性別不明：15）

【問６】　あなたは、家庭生活で、ア～サについてどの程度行っていますか。
ｱ　掃除 ｷ　家計の管理

男性 女性 全体 男性 女性 全体

いつもしている 10.2 60.6 39.5 いつもしている 15.5 70.4 47.4

ときどきする 44.6 32.3 37.4 ときどきする 15.3 11 12.8

ほとんどしない 28.3 4.3 14.3 ほとんどしない 22.3 6.1 12.9

まったくしない 13.8 1.8 6.9 まったくしない 41.8 10.8 23.8

不明 3.1 1 1.9 不明 5.1 1.6 3.1

ｲ　洗濯 ｸ　町内会や自治会等の地域活動

男性 女性 全体 男性 女性 全体

いつもしている 13.3 81.6 53 いつもしている 20.3 33.1 27.7

ときどきする 21.2 12 15.9 ときどきする 31.9 30.6 31.2

ほとんどしない 27.1 3.5 13.4 ほとんどしない 20.9 17.6 19

まったくしない 34.2 2.2 15.6 まったくしない 23.2 16.7 19.4

不明 4.2 0.6 2.1 不明 3.7 2 2.7

ｳ　食事の支度 ｹ　子どもの世話

男性 女性 全体 男性 女性 全体

いつもしている 8.8 83.1 51.9 いつもしている 9.9 38 26.2

ときどきする 24.6 8.6 15.3 ときどきする 17.8 9.2 12.8

ほとんどしない 29.9 4.9 15.4 ほとんどしない 10.7 3.5 6.5

まったくしない 32.5 2.4 15 まったくしない 9.9 4.5 6.8

不明 4.2 1 2.4 該当なし 44.9 39.6 41.8

不明 6.8 5.3 5.9

ｴ　食事の片付け

男性 女性 全体 ｺ　授業参観やＰＴＡ活動への参加　　

いつもしている 8.8 83.1 54.4 男性 女性 全体

ときどきする 24.6 8.6 21.5 いつもしている 3.4 19.4 12.7

ほとんどしない 29.9 4.9 11.6 ときどきする 13.6 7.1 9.8

まったくしない 32.5 2.4 10.4 ほとんどしない 7.9 5.3 6.4

不明 4.2 1 2.1 まったくしない 13.6 6.9 9.7

該当なし 53.4 53.7 53.6

ｵ　ゴミ出し 不明 8.2 7.6 7.8

男性 女性 全体

いつもしている 33.6 60 48.9 ｻ　家族の介護

ときどきする 27.7 18.8 22.5 男性 女性 全体

ほとんどしない 14.7 11.8 13 いつもしている 4.5 11.4 8.5

まったくしない 20.3 6.9 12.6 ときどきする 11.3 7.6 9.1

不明 3.7 2.4 3 ほとんどしない 6.5 4.1 5.1

まったくしない 10.5 6.7 8.3

ｶ　日常の買い物 該当なし 61.3 64.1 63

男性 女性 全体 不明 5.9 6.1 6

いつもしている 15.8 66.3 45.1

ときどきする 40.4 24.5 31.2

ほとんどしない 22.9 4.5 12.2

まったくしない 18.6 2.9 9.5

不明 2.3 1.8 2



【問７】　あなたは、家庭生活で、ア～サについてだれが分担するのが望ましいと思いますか。

ｱ　掃除 ｷ　家計の管理

男性 女性 全体 男性 女性 全体

男性 2.5 0.8 1.5 男性 4.2 2 3

女性 28.6 27.8 28 女性 48 49.2 48.7

男性・女性の両方 64.1 66.3 65.4 男性・女性の両方 40.7 43.7 42.4

不明 4.8 5.1 5 不明 7.1 5.1 5.9

ｲ　洗濯 ｸ　町内会や自治会等の地域活動

男性 女性 全体 男性 女性 全体

男性 1.4 0.4 0.8 男性 14.1 9.2 11.3

女性 49.2 49.8 49.5 女性 8.5 2.2 4.9

男性・女性の両方 43.5 44.5 44.1 男性・女性の両方 69.5 82.5 77

不明 5.9 5.3 5.6 不明 7.9 6.1 6.9

ｳ　食事の支度 ｹ　子どもの世話

男性 女性 全体 男性 女性 全体

男性 1.1 0.6 0.8 男性 0.6 0.2 0.4

女性 54.8 48.8 51.3 女性 10.7 8.6 9.5

男性・女性の両方 38.4 45.5 42.5 男性・女性の両方 76 81.4 79.1

不明 5.7 5.1 5.3 不明 12.7 9.8 11

ｴ　食事の片付け ｺ　授業参観やＰＴＡ活動への参加　　

男性 女性 全体 男性 女性 全体

男性 3.1 1.2 2 男性 0.9 1 0.4

女性 30.5 35.3 33.3 女性 13 6.7 9.5

男性・女性の両方 60.7 57.4 58.8 男性・女性の両方 72 82.3 79.1

不明 5.7 6.1 5.9 不明 14.1 10 11

ｵ　ゴミ出し ｻ　家族の介護

男性 女性 全体 男性 女性 全体

男性 23.5 12.9 17.3 男性 2.5 0.2 1.2

女性 14.7 11.6 12.9 女性 8.2 6.9 7.5

男性・女性の両方 57.3 70.4 64.9 男性・女性の両方 78.8 85.1 82.5

不明 4.5 5.1 4.9 不明 10.5 7.8 8.9

ｶ　日常の買い物

男性 女性 全体

男性 2.3 1.2 1.7

女性 38.4 46.6 43.1

男性・女性の両方 53.7 46.1 49.3

不明 5.6 6.1 5.9

ｱ　男の子の場合 ｲ　女の子の場合

男性 女性 全体 男性 女性 全体

義務教育まで 0 0 0 義務教育まで 0 0 0

高校まで 5.4 4.9 5.1 高校まで 7.6 6.1 6.8

専門学校まで 2.6 2.2 2.4 専門学校まで 2.6 2.7 2.6

短大専門学校まで 2.8 1.9 2.3 短大専門学校まで 12.4 14.9 13.9

四年制大学まで 39.5 38.6 39 四年制大学まで 28.3 21.6 24.4

大学院まで 4.5 2.2 3.2 大学院まで 0.8 0.4 0.6

子ども次第 38.7 43.7 41.6 子ども次第 39.8 46.1 43.5

その他わからない 2 1.2 1.5 その他わからない 2.6 1.4 1.9

不明 4.5 5.3 5 不明 5.9 6.8 6.4

【問８】　あなたは、子どもに対して、男の子と女の子の場合それぞれについて、どの程度の教育を受けさせ
たいと思いますか。（対象となる子どもがいない方もお答えください）



【問９】　近年、「少子化」がすすんでいますが、原因は何であると思いますか。
あなたのお考えに近いものを選んでください。（○は３つまで）

男性 女性

1.　出産・育児には女性に肉体的・心理的に負担が大きいから 15.8 19

2.　女性の結婚年齢があがったから 19.5 25.3

3.　子育てのための経済的な負担が大きいから 63.3 57.7

4.　仕事と育児を両立させるため、多くの子どもを産めないから 48.3 46

5.　子育てを支援するサービス（保育所・児童クラブ等）が不十分だから 19.2 18.6

6.　配偶者の育児に対する協力が少ないから 2.8 7.1

7.　育児に対しての不安を持つ人や自信がない人が多いから 11 9

8.　子どもをとりまく社会環境に不安があるから 8.5 16.9

9.　生き方が多様化し、結婚・子育ての生活を選ばない人が増えたから 55.4 49.8

10.雇用の不安など、将来のくらしに希望が持てないから 20.3 20.6

11.その他 1.7 1.8

12.わからない 3.1 2

【問10】　あなたは、ア～キについて男女の地位は平等になっていると思いますか。

ｱ　家庭の中で ｴ　社会通念で（慣習・しきたり）

男性 女性 全体 男性 女性 全体
男性の方が優遇さ
れている

13.8 20.4 17.7
男性の方が優遇さ
れている

16.1 31.8 25.2

どちらかといえば男性の
方が優遇されている 40.1 46.1 43.6

どちらかといえば男性の
方が優遇されている 52 44.9 47.9

平等になっている 27.4 19.6 22.9 平等になっている 14.4 7.4 10.3

どちらかといえば女性の
方が優遇されている 5.1 3.7 4.3

どちらかといえば女性の
方が優遇されている 1.4 0.4 0.8

女性の方が優遇さ
れている

2 1 1.4
女性の方が優遇さ
れている

0.3 0.2 0.2

わからない 5.9 4.7 5.2 わからない 9.3 9.8 9.6

不明（無回答） 5.7 4.5 5 不明（無回答） 6.5 5.5 5.9

ｲ　職場の中で ｵ　法律や制度の上で

男性 女性 全体 男性 女性 全体
男性の方が優遇さ
れている

21.8 30.4 26.8
男性の方が優遇さ
れている

4 13.3 9.4

どちらかといえば男性の
方が優遇されている 42.9 36.9 39.5

どちらかといえば男性の
方が優遇されている 26.6 30.2 28.7

平等になっている 17 9.8 12.8 平等になっている 46.3 27.6 35.4

どちらかといえば女性の
方が優遇されている 1.7 1.4 1.5

どちらかといえば女性の
方が優遇されている 4.5 2 3.1

女性の方が優遇さ
れている

0.8 0.8 0.8
女性の方が優遇さ
れている

0.6 0.8 0.7

わからない 7.9 13.3 11 わからない 12.1 20.2 16.8

不明（無回答） 7.9 7.4 7.6 不明（無回答） 5.9 5.9 5.9

ｳ　地域社会の中で　 ｶ　政治の分野で　

男性 女性 全体 男性 女性 全体
男性の方が優遇さ
れている

10.7 20.8 16.6
男性の方が優遇さ
れている

11.9 23.3 18.5

どちらかといえば男性の
方が優遇されている 44.4 46.7 45.7

どちらかといえば男性の
方が優遇されている 39 40 39.6

平等になっている 26.3 11 17.4 平等になっている 30.2 13.5 20.5

どちらかといえば女性の
方が優遇されている 3.1 2.9 3

どちらかといえば女性の
方が優遇されている 0 0.4 0.2

女性の方が優遇さ
れている

0.8 0.4 0.6
女性の方が優遇さ
れている

1.1 0.4 0.7

わからない 7.9 10.8 9.6 わからない 11 16.5 14.2

不明（無回答） 6.8 7.4 7.1 不明（無回答） 6.8 5.9 6.3



ｷ　学校教育の分野で　

男性 女性 全体
男性の方が優遇さ
れている

2.5 5.1 4

どちらかといえば男性の
方が優遇されている 14.1 18 16.4

平等になっている 61.6 47.6 53.4

どちらかといえば女性の
方が優遇されている 2.3 1.6 1.9

女性の方が優遇さ
れている

0 0.6 0.4

わからない 12.4 21.2 17.5

不明（無回答） 7.1 5.9 6.4

男性 女性 全体

1.　代替要員の確保が難しい 40.7 29 33.9

2.　他の同僚に負担が増える 48 48.2 48.1

3.　昇任・昇格などに不利になる 17.6 14.1 15.5

4.　復帰後の職場や仕事の変化に対応することが難しい 34.2 45.7 40.9

5.　職場内の理解が十分でない 39.5 37.8 38.5

6.　経済的に厳しくなる 41.5 42.4 42.1

7.　自分が子育てや介護に参加することに対して心理的抵抗がある 8.5 6.9 7.6

8.　支障となることは特にない 1.7 1.4 1.5

9.　わからない 5.6 5.3 5.5

10.その他 1.1 1.4 1.3

男性 女性 全体

1.　女性議員を増やすこと 21.2 19.2 20

2.　女性団体が積極的に活動すること 20.6 23.1 22

3.　国・県・市町村など行政の審議会などに女性を増やすこと 38.4 30.2 33.6

4.　企業・官公庁で女性管理職を登用すること 24 22.9 23.3

5.　職場で男女平等の取組みを進めること 40.4 45.5 43.4

6.　男女平等のための法律や制度を拡充すること 33.9 41.2 38.2

7.　自治会や地域の諸団体の長・役員に女性を増やすこと 23.4 11.2 16.4

8.　その他 4 4.1 4

9.　わからない 15.8 15.7 15.8

ｱ　町内会長、自治会長、広報委員　 ｲ　ＰＴＡ会長、保護者会長　

男性 女性 全体 男性 女性 全体

積極的に引き受
ける

5.1 2 3.3
積極的に引き受
ける

2.3 1 1.5

状況により引き
受ける

41.8 35.1 37.9 状況により引き
受ける

26.8 20.8 23.4

ことわる
35.9 45.7 41.6

ことわる
48.6 56.9 53.4

わからない
7.6 9.4 8.6

わからない
9.3 11.4 10.6

不明（無回答）
9.6 7.8 8.5

不明（無回答）
13 9.8 11.1

【問11】　育児休業・介護休業制度を利用する上で、障害となることについて、どのようなことだと思います
か。あなたのお考えに近いものを選んでください。（男性・女性ともお答えください）（○は３つまで）

【問12】　行政や企業、社会的活動などの方針決定への女性参画を図る上で、どのようなことが大切だと思
いますか。（男性・女性ともお答えください）（○は３つまで）

【問13】　もし、あなたがア～カのような役職への就任等に依頼されるなどの機会があれば、どうしますか。



ｳ　職場の管理職　 ｵ　知事や市町村長　

男性 女性 全体 男性 女性 全体

積極的に引き受
ける

10.5 4.5 7
積極的に引き受
ける

2.5 0.6 1.4

状況により引き
受ける

43.5 36.7 39.6
状況により引き
受ける

12.1 4.9 7.9

ことわる
22.9 37.1 31.2

ことわる
63.3 75.1 70.1

わからない
9.6 12.4 11.3

わからない
9.9 10 10

不明（無回答）
13.6 9.2 11

不明（無回答）
12.1 9.4 10.6

ｴ　県や市町村の審議会委員　 ｶ　国、県、市町村の議会議員　

男性 女性 全体 男性 女性 全体

積極的に引き受
ける

3.4 1.2 2.1
積極的に引き受
ける

3.4 0.6 1.8

状況により引き
受ける

28.5 20.2 23.7
状況により引き
受ける

13.3 6.3 9.2

ことわる
44.1 55.3 50.6

ことわる
59.9 71.6 66.7

わからない
11.6 13.9 12.9

わからない
11 12 11.6

不明（無回答）
12.4 9.4 10.7

不明（無回答）
12.4 9.4 10.7

【問14】　女性の人権が尊重されていないと感じるのは、どのようなことについてですか。（○は３つまで）

男性 女性 全体

1　男女の固定的な役割分担意識 47.2 47.8 47.5

2　昇格・昇進の格差など職場における男女の待遇の違い 44.6 50 47.7

3.　女性ということでの意見を無視する行為 29.1 32 30.8

4.　夫や恋人からの暴力 11.6 13.3 12.6

5.　セクシュアル・ハラスメント（性的いやがらせ） 22.3 24.5 23.6

6.　ストーカー行為 9.6 5.9 7.5

7.　売春、買春、援助交際 14.1 15.1 14.7

8.　ビデオ、雑誌等における女性のヌード写真や映像の商品化 14.1 15.7 15

9.　女性の容姿を競うコンテスト 6.2 6.3 6.3

10.その他 1.1 0.6 0.8

11.特になし 10.2 5.7 7.6

【問15】　これから女性の人権を守るために、どうしたらよいと思いますか。（○は３つまで）

男性 女性 全体

1　法律・制度の制定や見直しを行う 28.2 26.7 27.4

2　固定化された男女の差別意識を変えるためのはたらきかけを行う 39 40.6 39.9

3.　各種審議会や管理職など、意思・方針決定への女性の進出を促進する 30.8 19.2 24.1

4.　男女平等や性についての教育を充実する 24.1 25.7 25.1

5.　女性の人権侵害に対する相談窓口を充実する 16.1 15.3 15.6

6.　男女がともに、家庭と仕事を両立できる支援策を充実する 52.3 60.8 57.2

7.　保護が必要な女性のための支援体制を充実する 21.2 24.1 22.7

8.　その他 2.3 0.6 1.3

9.　特に対策の必要はない 5.4 4.7 5



ｱ　命の危険を感じるくらいの暴力　 ｶ　何を言っても無視し続ける　

男性 女性 全体 男性 女性 全体

自分がしたことが
ある

0.6 0 0.2
自分がしたことが
ある

4 3.1 3.4

相手からされたこ
とがある

0.6 2.7 1.8
相手からされたこ
とがある

2.8 5.7 4.5

したこともされた
こともある

1.7 0.8 1.2
したこともされた
こともある

6.8 3.5 4.9

どちらもない
88.7 88.4 88.5

どちらもない
76.6 79 78

不明（無回答）
8.5 8.2 8.3

不明（無回答）
9.9 8.8 9.2

ｲ　医師の治療が必要となる程度の暴力　 ｷ　交友関係や電話を細かく監視する　

男性 女性 全体 男性 女性 全体

自分がしたことが
ある

1.4 0.2 0.7
自分がしたことが
ある

0.8 0.8 0.8

相手からされたこ
とがある

0.3 2.2 1.4
相手からされたこ
とがある

3.4 3.7 3.6

したこともされた
こともある

1.7 1.4 1.5
したこともされた
こともある

2.3 2.4 2.4

どちらもない
87.9 88.6 88.3

どちらもない
83.1 84.7 84

不明（無回答）
8.8 7.6 8.1

不明（無回答）
10.5 8.4 9.2

ｳ　医師の治療が必要とならない程度の暴力　 ｸ　大声で怒鳴る　

男性 女性 全体 男性 女性 全体

自分がしたことが
ある

4.2 0 1.8
自分がしたことが
ある

18.4 2.9 9.4

相手からされたこ
とがある

1.4 8.6 5.6
相手からされたこ
とがある

2.8 17.1 11.1

したこともされた
こともある

4.2 2.4 3.2
したこともされた
こともある

13.6 10.2 11.6

どちらもない
81.1 81.4 81.2

どちらもない
56.2 62.9 60.1

不明（無回答）
9 7.6 8.2

不明（無回答）
9 6.9 7.8

ｴ　嫌がっているのに性的な行為を強要　

男性 女性 全体 男性 女性 全体

自分がしたことが
ある

5.4 0 2.3
自分がしたことが
ある

3.7 0.8 2

相手からされたこ
とがある

0.3 7.6 4.4
相手からされたこ
とがある

1.4 8.6 5.6

したこともされた
こともある

2 1.6 1.8
したこともされた
こともある

4.8 3.7 4.1

どちらもない 83.1 82.4 82.7 どちらもない 80.5 78.8 79.5

不明（無回答）
9.3 8.4 8.8

不明（無回答）
9.6 8.2 8.8

ｵ　見たくないのに、ポルノビデオ・雑誌をみせる　 ｺ　生活費を渡さない　

男性 女性 全体 男性 女性 全体

自分がしたことが
ある

1.4 0 0.6
自分がしたことが
ある

1.4 0.2 0.7

相手からされたこ
とがある

0.6 2.2 1.5
相手からされたこ
とがある

0.6 4.9 3.1

したこともされた
こともある

4.8 2.2 3.3
したこともされた
こともある

1.7 1.2 1.4

どちらもない
83.6 87.3 85.8

どちらもない
85.9 85.3 85.6

不明（無回答）
9.6 8.2 8.8

不明（無回答）
10.5 8.4 9.2

【問16】　これまでにア～コのような行為を、配偶者や恋人などからうけたり、あるいは配偶者や恋人などに
行ったことがありますか。

ｹ　「誰のおかげで生活できているんだ」とか「かいしょうなし」など言う　



男性 女性 全体

1.相談した
13.8 32 25.8

2.相談しなかった
86.2 68 74.2

女性

1　警察 4.1

2　公的機関 6.1

3.　民間の機関 0

4.　医療関係者（医師・看護師等） 4.1

5.　家族・親族 77.6

6.　友人・知人 49

7.　学校関係者（教員・養護教員等） 0

8.　その他 2

男性 女性

1　相談したことがわかると仕返しをされると思ったから 1.4 1.9

2.　人に知られたくなかった 17.4 18.3

3.　相談しても無駄だと思ったから 15.9 23.1

4.　相談先がわからなかったから 2.9 4.8

5.　相談することによって自分が不快な思いをすると思ったから 7.2 7.7

6.　自分さえ我慢すれば、何とかやっていけると思ったから 29 26

7.　世間体が悪いから 7.2 11.5

8.　他人を巻き込みたくなかったから 8.7 9.6

9.　被害を受けたことを忘れたかったから 1.4 1

10.自分にも悪いところがあると思ったから 46.4 29.8

11.相談するほどのことではないと思ったから 65.2 56.7

12.その他 2.9 9.6

【問18】　あなたは、次の言葉をご存知ですか。

ｱ　男女共同参画社会　 ｳ　ﾎﾟｼﾞﾃｨﾌﾞ・ｱｸｼｮﾝ　（積極的改善措置）

男性 女性 全体 男性 女性 全体

よく知っている
16.1 14.3 15.1

よく知っている
2 4.3 3.3

名前くらいは聞い
たことがある

45.2 41.6 43.1
名前くらいは聞い
たことがある

26 26.5 26.3

知らない
31.4 37.3 34.7

知らない
64.1 62 62.9

不明
7.3 6.9 7.1

不明
7.9 7.1 7.5

ｲ　男女共同参画社会基本法　 ｴ　配偶者暴力相談支援センター　

男性 女性 全体 男性 女性 全体

よく知っている
5.7 5.1 5.3

よく知っている
7.3 10 8.9

名前くらいは聞い
たことがある

28.8 31.6 30.5
名前くらいは聞い
たことがある

41 47.8 44.9

知らない
57.6 56.5 57

知らない
44.1 35.5 39.1

不明
7.9 6.7 7.2

不明
7.6 6.7 7.1

0

54.5

【問17-2】　だれ（どこ）に 相談しましたか。（複数回答）

男性 

【問17-1】　これまでに、だれ（どこ）かにうちあけたり、相談したりしましたか。（問16で「相手からされたこと
がある」「したこともされたこともあるある」に一つでも○をつけた方）

【問17-2】　相談しなかった、できなかった理由は何ですか。（複数回答）

45.5

0

9.1

18.1

0

0



ｵ　ﾄﾞﾒｽﾃｨｯｸ・ﾊﾞｲｵﾚﾝｽ（ＤＶ）　 ｶ　ﾜｰｸ・ﾗｲﾌ・ﾊﾞﾗﾝｽ（仕事と生活の調和）　

男性 女性 全体 男性 女性 全体

よく知っている
38.4 44.1 41.7

よく知っている
6.5 8 7.3

名前くらいは聞い
たことがある

39 36.7 37.7
名前くらいは聞い
たことがある

32.5 31 31.6

知らない
14.1 13.3 13.6

知らない
53.4 53.9 53.7

不明
8.5 5.9 7

不明
7.6 7.1 7.3

男性 女性 全体
1.　男女共同参画についての情報提供を充実する 35.3 32.7 33.8

2.　あらゆる分野での女性の積極登用をすすめるようＰＲ 20.1 9.4 13.9

3.　子育て支援のサービスを充実する 48.6 52.4 50.8

4.　学校などにおける男女平等教育を充実させる 16.9 18.6 17.9

5.　職場における男女の均等な取り扱いに関して企業等へ働きかける 26.3 22.7 24.2

6.　地域で男女平等等をすすめる生涯学習の場や機会を増やす 11.6 12 11.8

7.　高齢者や障がい者に対する介護サービスを充実する 36.4 49 38.5

8.　女性の就労の機会が増えるよう、情報の提供や職業訓練の機会を提供する 13 22 19.1

9.　ＤＶ（配偶者や恋人などからの暴力）根絶・防止に向けた取り組みを強化する 11 5.5 7.8

10.ＤＶ被害者のための一時保護施設を設置する 7.1 7.1 7.1

11.各分野でリーダーシップが発揮できる女性リーダーを育成する　 12.4 14.1 13.4

12.その他 1.1 1.8 1.5

【問19】　あなたは、男女共同参画社会を進めるためには、市では今後どのようなことに力をいれたらよいと
思いますか。（○は３つまで）
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